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第１ 外部監査の概要

１．外部監査の種類

地方自治法（以下、「法」という。）第２５２条の３７第１項及び第２項に基づく包括外部監査

２．選定した特定の事件（監査テーマ）

# 外部監査の対象

県立病院事業の経営と事務の管理について

$ 監査対象期間

原則として平成１３年度（必要に応じて、過年度についても対象とした）

３．特定の事件を選定した理由

愛媛県病院事業は、公営企業として経営されている。公営企業としての経費の負担に関し

て地方公共団体から地方公営企業の特別会計に補助をすることができる場合として、地方財

政法第６条及び地方公営企業法第１７条の２及び３によれば、�経費の性質上地方公営企業の

経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費、�地方公営企業の性質上能率的な経

営を行ってもなおその経営に伴う収入のみをもって充てることが客観的に困難であると認め

られる経費、�災害の復旧その他特別の理由により必要がある場合に限定されており、公営

企業の経営は、独立採算原則が要求されている。

しかし、近年の経営状況は赤字体質にあり、平成１３年度損益計算書では、平成１４年３月末

現在の未処理欠損金は２１８億５６百万円と多額になっている。また、昨今の医療・保険制度の

改革に伴い今後患者の減少が予想されており、病院事業の経営状況の改善は緊急の課題であ

る。そこで、財務及び経営管理上の問題点を明らかにし経営改善に結びつけることは有意義

であると考え愛媛県病院事業の経営に係る事務の管理を特定の事件として選定したものであ

る。

４．外部監査の方法

# 監査の要点

�病院事業の課題

「行政システム改革大綱」を読むと、愛媛県は行政改革に積極的に取り組む姿勢である

ことを感じるが、病院経営上の問題点として理解し、改革に対処すべきかについて問題点

を整理した。

愛媛県は、累積赤字が２００億円を超えたことを契機に「県立病院財政健全化５カ年計画」
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を策定し、平成１１年度から改善に取り組んでいるが、十分な改革がなされているとはいえ

ない。今後は、病院事業の独立採算性を確保し、その結果、厳しい財政状況にある一般会

計からの繰入金を減少させる対策を含め、病院のあり方等にも踏み込んだ根本的な構造改

革を断行する必要がある。

�経営管理上の問題点

病院経営における経済性・効率性の視点から次の項目を取り上げて、問題点の指摘と改

善提案を行った。

・経営責任体制の確立

・管理会計システム

・人事給与・制度

・施設管理ほか

�不採算病院

企業として運営する以上、民間企業同様に経済性・合理性が求められる。経常損益（一

般会計負担金繰入後）が赤字である３病院について、事業継続の合理性も含めて検討した。

�会計処理及び表示に関する事項

次の事項について会計処理と表示が適正に処理されているかについて監査を行った。

・一般会計負担金

・附帯事業費用

・退職給与引当金及び退職金の支給

�固定資産の購入事務及び資産管理

有形固定資産の購入事務、帳簿管理及び現品管理が適切に行われているか監査を行った。

�購買及び在庫管理

薬品及び診療材料等の棚卸資産の購買事務、受払事務及び現品管理事務が適切に行われ

ているかについて監査を行った。

�債権管理及び医事事務

債権管理及び医事業務（レセプト業務を含む）が規定に基づき適切になされているかに

ついて監査を行った。

�人件費関係の事務

給与及び手当の支給が規定に基づき適切になされているかについて監査を行った。
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�委託業務関係の事務

業務委託に関する発注業務及び支払業務が適切に行われているかについて監査を行っ

た。

	一般経費その他の事務

上記�及び�の監査過程において特に気付いた点を検討した。

$ 監査手続

監査の要点を検証するため、公営企業管理局の総務課及び県立病院課に対してヒアリン

グを行うと共に県立６病院のうち中央病院、新居浜病院、北宇和病院の３病院について往

査を実施した。なお、３病院の選択は、中央病院は愛媛県下の基幹病院であること、新居

浜病院は中規模都市の中核病院として、さらに北宇和病院については小規模の地域密着型

病院としてそれぞれ異なる機能と特色を有していることによる。

�病院事業の課題

�経営管理上の問題点

�不採算病院

以上、３項目について

愛媛県が作成した次の資料を詳細に閲覧して行政及び企業の合理化、効率的運営の取組

み方を理解し、財政健全化計画の内容と実施状況を検討した。

・「行政システム改革大綱」（平成１４年３月）

・「県立病院財政健全化計画」（平成１１年３月、１４年３月・中間見直し）

・「平成１３年度決算関係資料」

また、公営企業管理局の局長、総務課及び県立病院課の責任者に面接して事業運営の方

法、現状の問題点、今後の改善策等を質問して現状の把握並びに意見を聴取した。

病院事業に関する各種財務データに基づいた経営分析を実施し、実質的な損益を把握し

独立採算原則が達成されているかどうかを確かめた。

また、経営に関する意思決定や事業計画の立案、実施など経営管理体制の整備、運用状

況が合理的なものであるか検討した。

さらに、病院間の損益状況や診療科別の損益状況の分析を実施し病院事業会計の損益構

造の概況の把握を前提に、病院事業の必要性（目的適合性）の検討を行うとともに対策案

を検討した。

�会計処理及び表示に関する事項

病院事業会計が採用する会計処理方法を調査し、これが地方公営企業法第２０条に規定さ

れている発生主義の原則に基づき適正に処理されているかどうか検討を行った。
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また、実際の会計処理が愛媛県公営企業会計規程等に従って適正に処理されているかに

ついて検討を行った。

一般会計繰入金の算定においても「地方公営企業繰出金について（総務省自治財政局長

通知）」に見られるように独立採算の原則を基本としているが、実際の金額の算定根拠や

繰入金の内容がこれらの原則に従った合理的なものであるかについて検討した。また、損

益計算書の表示方法の妥当性についても検討した。

附帯事業費用については、科目の内訳明細表を入手分析して、損益計算書の表示方法の

妥当性を検討した。また、損益状況を分析し事業運営の必要性を検討した。

退職給与引当金については計上基準と会計処理の方法を確かめた。また、引当金計上不

足額を試算するとともに、望ましい会計処理方法を提示した。

また、退職金の支給について「愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例」、

「愛媛県企業職員の給与に関する規程」及び「愛媛県職員退職手当条例」に基づき適切に

行われているかを確かめた。

�固定資産の購入事務及び資産管理

有形固定資産の購入事務、帳簿管理及び現品管理が適切に行われているか監査を行った。

�購買及び在庫管理

薬品及び診療材料等の棚卸資産の購買事務、受払事務及び現品管理事務が適切に行われ

ているかについて監査を行った。

�債権管理及び医事事務

未収金について発生主義の原則に基づき計上されていることを確かめるとともに、その

資産性について検討した。滞留債権については、債務者に対する支払請求が適切に行われ

ているかなど回収に向けた合理的な手続きが実施されているか検討を行った。

診療報酬の請求については、請求漏れを防ぐために合理的な対応が行われているかにつ

いて検討した。また、遅滞なく返戻、減点の処理が行われているかどうかについて検討し

た。

�人件費関係の事務

給与・諸手当の支給状況について「愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関する条

例」等の規定に基づき適切に行われているかを確かめた。

�委託業務関係の事務

委託業務の内容を検討し、委託先の選定方法などサンプルベースで発注業務が合理的に

実施されているかどうかを確かめた。また、委託料について経年比較等を実施し金額の妥
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当性を検討するとともにサンプルベースで支払業務が愛媛県公営企業会計規程に基づいて

実施されていることを確かめた。

さらに、委託の方針について確認し、損益状況の改善に資するものとなっているかを検

討した。

	一般経費その他の事務

委託業務の検討過程の中で派生的に検出した事項である職員被服費の会計処理・契約方

法の妥当性、委託業者に対する消費税の支払状況の妥当性について別途検討を行った。

５．外部監査の実施期間

平成１４年６月３日から平成１５年２月１２日まで

６．外部監査人補助者の資格及び人数

公認会計士 ５名

７．利害関係

包括外部監査の対象とした事件につき、法第２５２条の２９の規定により記載すべき利害関

係はない。
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第２ 病院事業の概要

１．各県立病院の概要

平成１４年４月１日現在

中央病院 今治病院 伊予三島病院 南宇和病院 北宇和病院 新居浜病院

所在地 松山市 今治市 伊予三島市 城辺町 広見町 新居浜市

開設年月 昭和２３年６月 昭和２３年６月 昭和２３年６月 昭和２３年６月 昭和３７年４月 昭和２８年１月

診療科目 内科 内科 内科 内科 内科 内科

呼吸器科 呼吸器科 呼吸器科 呼吸器科 呼吸器科

小児科 小児科 小児科 小児科 小児科

外科 外科 外科 外科 外科 外科

皮膚科 皮膚科 皮膚科 皮膚科

泌尿器科 泌尿器科 泌尿器科 泌尿器科 泌尿器科 泌尿器科

産婦人科 産婦人科 産婦人科 産婦人科

眼科 眼科 眼科 眼科 眼科 眼科

耳鼻咽喉科 耳鼻咽喉科 耳鼻咽喉科 耳鼻咽喉科 耳鼻咽喉科 耳鼻咽喉科

歯科 歯科（休診中）

放射線科 放射線科 放射線科 放射線科 放射線科 放射線科

整形外科 整形外科 整形外科 整形外科 整形外科 整形外科

形成外科

精神科 精神科

麻酔科 麻酔科 麻酔科 麻酔科 麻酔科 麻酔科

消化器科 消化器科 消化器科

循環器科 循環器科 循環器科 循環器科 循環器科

脳神経外科 脳神経外科 脳神経外科 脳神経外科 脳神経外科

呼吸器外科 呼吸器外科

心臓血管外科 心臓血管外科

小児外科

リハビリテーション科

アレルギー科

神経内科

心療内科

（２４科） （１７科） （１３科） （１３科） （９科） （１７科）

病床数 ８６４床 ３３２床 １８３床 １９９床 １００床 ３５０床
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愛媛県では昭和２３年に中央病院、今治病院、伊予三島病院及び南宇和病院の４病院によ

り病院事業を開始した。その後、昭和２８年に新居浜療養所（現新居浜病院）、昭和３７年に

北宇和病院が加わり、現在、愛媛県では６病院によって病院事業が運営されている。

�中央病院

県下の基幹病院として、救命救急センター、周産期センター、東洋医学研究所等を併設

し、救急医療、周産期・小児救急医療等の高度・特殊医療や骨髄移植等の先駆的医療に取

り組むとともに、災害基幹拠点病院として、災害時の医療体制確保に努めている。また、

臨床研修医の教育・研修を通じて地域の医療水準向上の機能を果たしている。

�今治病院

今治圏域でも有数の総合機能を有する病院として、救急医療、循環器疾患等の高度医療

に的確に対応するとともに、今後、心臓血管外科の設置や脳神経外科、小児救急の充実な

ど、基幹病院として求められる機能の整備に努めることとしており、地域にとって欠くこ

とのできない存在となっている。

�伊予三島病院

宇摩圏域の中核的病院として、地域に不足する医療を補完するとともに、ＩＣＵや高度

医療機器を整備し、緊急度の高い循環器疾患や脳疾患に対応できる体制により救急医療を

行っているほか、感染症対応や平成１２年度から腎移植を開始するなど、高度・特殊医療に

も取り組んでいる。

�南宇和病院

南宇和郡で唯一総合機能を有する病院として、質的・量的に乏しい地域の医療水準の向

上を図っている。また、ＩＣＵや高度医療機器を整備し、緊急度の高い循環器疾患や脳疾

患に対応できる体制を構築して、郡内の救急患者の約９割のみならず、隣県患者も受け入

れるなど、地域の救急医療の確保に大きな役割を果たしている。

�北宇和病院

高齢者の多い地域特性に配慮した地域密着型の病院である。平成９年度の新築移転に際

し、眼科、循環器科、泌尿器科の新設など、診療機能の見直しを行い、高齢者に重点を置

いた医療の提供を行っている。

�新居浜病院

新居浜・西条圏域の中核的病院としての役割を果たしている。また、平成４年の東予救

命救急センター設置以降は、東予地域における３次救急の拠点として、その役割を果たす

とともに、同センターを有効に活用した病院運営を行っている。
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２．組織図

公営企業管理局及び中央病院の組織図は以下のとおりである。（平成１４年４月１日現在）

� 公営企業管理局

� 中央病院

管理者 公営企業管理局 総務課

発電工水課

県立病院課 管理係

企画係

指導係

各県立病院

院 長 事務局

医 局 各診療科

救命救急センター

周産期センター

老人性痴呆疾患センター

部・室（注）

（注）手術部・中央材料部・検査部・放射線部・リハビリテー

ション部・栄養部・人間ドック部・輸血部・内視鏡室・

人工透析室・ＩＣＵ室・薬剤部・看護部

東洋医学研究所
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３．財務の状況

一般会計負担金受け入れ前の損益状況を見るために、公表された損益計算書を次表のとお

り組み替えて表示した。

# ５年間の損益推移・財務状況（Ｈ９～Ｈ１３）

（単位：百万円）

平成１１年度より一般会計負担金の繰入基準に変更があり、繰入額が約１７億円増加してい

る。経常損益が１１年度から大きく好転しているのは主としてこの理由による。また、平成

１２年度より退職給与引当金を計上しており、医業費用に１２年度５４０百万円、１３年度５１７百

万円の退職給与引当金繰入額が含まれている。

９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度

医業収益 ３１，１８３ ３１，７６７ ３２，３６４ ３０，７３０ ３１，２１４ １００％

医業費用 * ３４，９００ ３５，１８３ ３５，７５２ ３３，９５０ ３４，２９５ １１０％

医業損失 △３，７１７ △３，４１６ △３，３８８ △３，２２０ △３，０８１ ―１０％

医業外収益 ２６５ ２９６ ３１３ ２８４ ２８５ １％

医業外費用 + ２，５３５ ２，５２２ ２，４７４ ２，３０１ ２，２６４ ７％

附帯事業費用, １４８ １５６ １６６ １６１ １５９ １％

一般会計負担金
計上前経常損失

△６，１３５ △５，７９８ △５，７１５ △５，３９８ △５，２１９ ―１７％

一般会計負担金
（医 業 収 益）

１，３６７ １，２１０ １，８２９ １，７９８ １，９８０ ６％

（医業外収益） ２，４５３ ２，５１５ ３，６５１ ３，６７４ ３，４８６ １１％

合 計 ３，８２０ ３，７２５ ５，４８０ ５，４７２ ５，４６６ １８％

経常損益 △２，３１５ △２，０７３ △２３５ ７４ ２４７ １％

当年度純利益
（△損失）

△２，２６９ △２，０８０ △２３４ ７３ ２４７ １％

総費用（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） ３７，５８３ ３７，８６１ ３８，３９２ ３６，４１２ ３６，７１８

累積欠損金 △１９，８６２ △２１，９４２ △２２，１７６ △２２，１０３ △２１，８５６
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$ ６県立病院比較（平成１３年度決算）

（単位：百万円）

（注）中央病院の医業外費用には東洋医学研究所の附帯事業費用１５９百万円が含まれている。

県立病院
合計

中央
病院

今治
病院

新居浜
病院

伊予三島
病院

南宇和
病院

北宇和
病院

病床数（床） ２，０２８ ８６４ ３３２ ３５０ １８３ １９９ １００

医業収益 ３１，２１４ １５，８９５ ４，９６７ ３，９２７ ２，５６４ ２，７１３ １，１４８

入院収益 ２２，９２３ １２，３７９ ３，４００ ３，００２ １，５７５ １，７９４ ７７３

外来収益 ７，３４９ ２，９８９ １，４３１ ８２４ ９１１ ８５６ ３３８

その他 ９４２ ５２７ １３６ １０１ ７８ ６３ ３７

医業費用 ３４，２９５ １６，１９３ ５，３２０ ４，７２１ ３，０５９ ３，２８０ １，７２２

給与費 １８，０１６ ８，１１５ ２，７１４ ２，６７２ １，７０４ １，８２２ ９８９

材料費 ８，７１５ ４，７００ １，４２９ １，０８５ ５９９ ６９５ ２０７

経費 ５，６８３ ２，６７７ ９１７ ７４１ ５２６ ５２３ ２９９

・委託料 １，８１６ ８１３ ２９３ ２４０ １５２ １６４ １５４

・その他 ３，８６７ １，８６４ ６２４ ５０１ ３７４ ３５９ １４５

減価償却費 １，８８１ ７０１ ２６０ ２２３ ２３０ ２４０ ２２７

医業損失 △３，０８１ △２９８ △３５３ △７９４ △４９５ △５６７ △５７４

医業外収益 ２８５ １７９ ２０ ２０ １１ ４９ ６

医業外費用 ２，４２３ １，０１４ ４０４ ２６１ ３１０ ３０９ １２５

経常損失 - △５，２１９ △１，１３３ △７３７ △１，０３５ △７９４ △８２７ △６９３

一般会計負担金

・医 業 １，９８０ １，００２ ９９ ８１４ ３４ ２８ ３

・医業外 ３，４８６ １，４３７ ６４３ ３９２ ３８９ ４４４ １８１

負担金計 + ５，４６６ ２，４３９ ７４２ １，２０６ ４２３ ４７２ １８４

負担金繰入後
経常損益（Ａ＋Ｂ）

２４７ １，３０６ ５ １７１ △３７１ △３５５ △５０９
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第３ 監査の結果

１．病院事業の課題

# 愛媛県の行革大綱と病院事業の課題

平成１４年３月に愛媛県は「行政システム改革大綱」（以下、「行革大綱」という。）を発

表した。行革大綱の取りまとめに当っては、企業経営者を含む県内有識者で構成される「愛

媛県行政改革・地方分権推進委員会」委員の意見を参考にしている。

行革大綱の内容は病院経営のあり方にも通ずる基本事項が記載されているため、行革大

綱より経営管理に関する部分を抽出・要約し、病院事業経営の問題点を記載する。

�現状認識

（行革大綱）

財政指標（注）は他府県に比べて相対的に良いといえども、経済の低成長が続く中、少子

高齢化やＩＴ革命の進展など県民ニーズへの対応を考えれば、愛媛県の財政状況は危険水

域にあるといえる。

仕事の進め方や制度・システム、いわゆる行政システム自体を徹底的に見直すことが必

要な時期に来ている。

（注）起債制限比率（Ｈ１３年度、都道府県平均１２．６％、本県５．６％）

経常収支比率（Ｈ１３年度、都道府県平均８８．９％、本県７８．９％）

（病院事業の問題点）

病院事業会計に対する平成１３年度の一般会計からの繰入金は、６４億円（収益的収支５４億

円＋資本的収支１０億円）であり、一般会計の財政悪化の要因の一つとなっている。

自治体が行わなければならない事業と、民間に任せるべき事業の再検討が必要ではない

か。また、採算性の低い部門又は病院について如何に対処すべきか検討を要する。（指摘

の詳細は３を参照）

�行政改革の目的

（行革大綱）

端的に言えば、「地域経営体」としての体質を改善・強化することである。

行政コストは県民の税負担により賄われているという原点に立ち、民間の経営管理手法

も導入しながら、最少のコストで最大の県民満足が得られるようにする。

（病院事業の問題点）

管理者が平成１１年８月以降任命されておらず、いわば最高経営責任者が不在であるとと

もに、本局の管理組織の有効性を検討する必要がある。（指摘の詳細は２��を参照）

�過去の取組み状況

（行革大綱）
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第１次及び第２次の行革大綱において、行政コストの削減に焦点を当てて、次の事項に

取り組んだ。

・事務事業の廃止・縮小

・組織・機構の簡素化

・職員定数の削減

これらの事項について病院経営においてどのように取り組んできたであろうか。

（病院事業の問題点）

病院でも事業の縮小・廃止の是非を具体的に検討すべき時期に来ていると考える。

病院事業全体を管理するシステムについて、一元化と簡素化の検討をする必要がある。

（指摘の詳細は２��を参照）

�システム見直しの必要

（行革大綱）

１）ＩＴ革命の進展

行政の場にＩＴを積極導入し、内部管理業務についても、従来の慣例とルールにと

らわれた仕事の進め方や制度・システムを抜本的に見直し、効率化を図る必要がある。

２）公務員制度の改革

本県においても「年功中心から能力・業績中心」の人事給与システムへの転換が求

められている。

（病院事業の問題点）

平成１３年度に財務会計オンラインシステム（注）が運用開始されたものの、管理会計シ

ステム機能がないため、経営管理資料の作成が手作業に近い状態であり不効率かつタイ

ムリー性に欠ける。

また、医業費用に占める給与費の割合が高く経営の採算性を悪くしており、年功中心

の制度から能力・業績中心の制度に改めるべき時期に来ている。（指摘の詳細は２��

を参照）

（注）各病院の経理事務（伝票の作成・仕訳・転記等）をオンライン化したコンピュータシステム

$ 県立病院の財政健全化計画

（取り組みの現状）

県立病院は、施設の近代化、高度医療機器の整備等を図り、県民医療の確保と医療水準

の向上に努めてきたが、国の総医療費抑制策による診療報酬の伸び悩みや薬価の引き下げ

が行われる一方で、県民の医療ニーズに適切に対応するため、伊予三島病院、南宇和病院、

北宇和病院の移転新築や周産期センター、東予救命救急センター、今治病院高度診療棟の

開設などの病院機能拡充や看護体制の整備を行った結果、それに伴う固定費の増大により、
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大幅な赤字経営を余儀なくされたことから、「県立病院経営改善計画」（平成６～１０年度）

を策定し、経営改善に努めてきた。

しかしながら、累積赤字が２００億円を超えるなど依然として赤字の状況が続いたことか

ら、「県立病院財政健全化計画」（平成１１～１５年度）を策定し、経営収支目標を設定して経

営改善に取り組んでいる。その結果、診療科の新規標榜等の収益増加対策や病床数の見直

し、職員の適正配置等の経費節減対策による自助努力を行うとともに、一般会計からの繰

入金の見直しが行われたことにより、平成１１～１３年度はその収支目標を達成することがで

きた。

主たる収支改善効果を要約すると、これまで、総務省繰出基準に示されている基準まで

の繰入れが行われておらず、経営の負担となっていた救命救急センター運営等の不採算医

療に対する一般会計からの繰入金を基準どおり繰り入れるなどの見直しが行われ、平成１１

年度に一般会計からの繰入金の水準が前年度の３７億円から５４億円に引き上げられたこと

と、病床数の見直しや職員の適正配置に伴う職員給与の減少効果（約２．４億円）により全

体の収支が改善されたことが大きな要素となっている。

愛媛県は全国の自治体レベルでは相対的に優れた数値（注）を示しているが、一般会計繰

入金を加味しても不採算（赤字）である病院（伊予三島、南宇和、北宇和）については、

経営効率上の問題として赤字解消の対策をとる必要がある。

（注）一般会計繰入金の１床あたりの金額は全国都道府県の中では３３位であることや、繰入金を除く収支比

率（繰入を除く収益÷費用）が８５．８％で全国第８位である。

企業経営の視点から考えれば、管理者及び病院長は赤字解消の責任があり、赤字解消も

できず明確な県立病院の存在意義（県が運営する必要性）を十分説明できない場合には事

業の縮小又は撤退することも検討に含める必要がある。

現在、新たな財政健全化５カ年計画を策定中であるが、今後は、赤字病院の採算性を向

上させるとともに、厳しい財政状況にある一般会計からの繰入金を減少させるためにも、

６病院そのもののあり方にまで踏み込んだ根本的な構造改革を断行するための対策と目標

となる計画が必要である。

（改善提案）

� 今後の「新財政健全化５カ年計画」の策定にあたり、病院別に目標損益計算書及び

予想貸借対照表を作成し、特に不採算病院の改善目標を数値で明確に示すこと。

� 財務会計オンラインシステムを見直し、月次に病院別、診療科別損益計算書をタイ

ムリーに作成できるシステムを構築すること。

� 努力目標となる費用予算を設定し、病院別、診療科別に予算と実績を比較して損益

管理ができるようにすること。
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２．経営管理上の問題点

病院事業は自治体が経営する企業経営であり、独立採算制が求められているにもかかわら

ず全国の公立病院は多額の累積赤字を抱えている。

現在の病院経営の継続を前提として経営上の問題点を指摘して改善策が採られたとしても

構造改革がなされない限り財政問題は解決しないと思われる。

構造改革とは、自治体が経営をしなくてもよい病院事業の廃止も含めた検討、経営管理体

制及び人事給与システムの改革である。事業の存続・廃止は政治的問題であるかもしれない

し、経営体制は組織と人の問題であるが、いずれも病院経営にかかわる最重要課題であると

考えられる。

以下、問題点の指摘と改善提案（課題）を記載する。

# 経営責任体制の確立

�管理者の配置

病院事業に地方公営企業法を全部適用している９県の状況を見ると、愛媛県を除く全て

の県が病院局と企業局の組織を別にしており、病院事業については、高知県を除きいずれ

も病院事業専任の管理者を設置している。

愛媛県では、４事業（病院、発電、工業用水、土地造成）を通じて１人の管理者を設置

することにしているが、平成１１年８月以降不在となっている。

公営企業の管理者は、地方公営企業法により企業経営について広範な権限を与えられて

いる反面その経営責任も重い。管理者は民間企業の社長または最高経営責任者に相当する

重要な職務である。

責任体制の確立という面から、管理者の配置が必要である。

なお、民間の経営手法の活用の視点から民間経営者、病院経営の経験者の登用も検討に

値する。

�本局の経営管理体制（病院局の設置）

病院事業の管理業務は、公営企業管理局の総務課と県立病院課が行っている。病院事業

における事務分掌をみても二つの課は良く似ており、総務課は予算、決算並びに人事を所

掌しており知事部局との窓口にもなっている。

６病院、約２，０００人の職員を抱える病院事業について、より一層指導力を発揮し、責任

執行体制を明確にするためには、総務課で行っている病院の予算・決算業務を県立病院課

へ移管し、一元化することが効果的であり、管理業務は合理化できる可能性がある。

さらには、他の公営企業とは独立した組織として「病院局」を設置して病院局局長が独

立した管理者として経営責任を負う組織を検討すべきである。
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$ 管理会計システム

経営は基本的には会計数値に基づいて状況を判断しなければならない。

財務会計オンラインシステムは、病院で発生する日々の取引を各病院で入力し、正確で

迅速な事務処理を行うため、平成１３年４月から運用開始され、これまで手作業で行ってい

た伝票整理のオンライン化により、出納・決算業務においてはそれなりの効果が認められ

る。

しかし、このシステムでは病院経営に必要な経営分析や管理会計目的のデータは作成さ

れないし、他の業務管理システムからのデータを活用する工夫もされていない。

予算資料や統計に必要なデータは、担当者が必要な資料を収集しパソコンの表計算ソフ

トを利用して手作業で作成しているのが実状である。

経営管理情報として病院別損益計算書や診療科別損益計算書をタイムリーに作成するシ

ステムが必要であり、会計数値により経営責任を明らかにする制度が必要である。

病院別・診療科別の損益計算書作成システムの構築は、一般会計負担金繰入額の算定根

拠を明確にする、施設別・診療科別の損益情報を提供する、財政健全化計画の策定資料と

し、計画と実績比較をすることにより経営実態を客観的に把握することができ財政健全化

推進のためにも不可欠である。

% 人事・給与制度の改革

経営管理体制で最も重要なことは、知事部局から独立した権限と責任のある経営者の存

在と職員の能力を発揮させるのに適した人事・給与システムの構築である。

国立病院や大学附属病院の独立行政法人化の方針が既に決定しているが、現在国におい

ては、地方独立行政法人化の検討もなされており、今後地方公営企業のあり方についての

議論が高まってくることが予想される。

病院事業についても、これらの動向を見ながら、より機動的かつ柔軟な経営が求められ

る。そのためには年功中心から能力・業績中心の人事・給与システムへの転換が必要であ

る。

現在、人事・給与制度は、ほとんど知事部局に準拠しているが、企業の独自性が発揮で

きるような仕組み、即ち、具体的には下記の事項について検討すべきである。

�弾力的な職員採用

医師については、必要に応じて採用・異動が行われているが、それ以外の医療従事職員

については年に１回の採用試験となっている。

一般行政と異なり、機動性が求められる企業経営に当っては、中途退職等に迅速に対応

できる採用制度の導入の検討が求められる。

�県立病院間の職員の弾力的な職員配置
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病院ごと職種ごとの定数にとらわれることなく、運営上必要な場合には、条例定数の範

囲内で弾力的に職員配置を行う。

６病院間において、随時必要に応じた「職員の異動」「短期派遣」「兼務制度の活用」等

を行い、弾力的、機動的な人材の有効活用を図るべきである。

�事務職員の適正配置

院長と事務局長は車の両輪でなければ病院経営は成功しない、と言っても過言ではない。

専門家集団である医療職に対応できる能力を持つ職員を配置するほか、異動年数も一般

行政よりある程度長期的に考えるべきである。

また、病院経営に興味・意欲を持つ職員については「プロパー化」を図ることも制度的

に検討すべきである。

�職務給・能力給制度の採用

企業としての病院は、業績を上げればそれに見合う報酬を支払うことによって更なる意

欲を喚起し、治療成績や経営成績の向上につながる。

特に優秀な医師の確保は、より高度で適正な医療を県民に提供するというだけでなく、

病院経営上極めて大きな要素である。優秀な人材を確保するため、技量、能力に応じた年

俸制の導入や、期間を定めた契約雇用制度などを検討することが求められる。また、看護

職員等医療職についても、一般行政職と同様、年齢と経験年数に応じて昇給しているが、

能力に応じた昇給制度の採用を検討すべきである。

現在は年功により等級と給与が上がる仕組みになっているが、経営的には原則として年

齢に関係なく能力・業績に応じた給与とすることが合理的であり、給与の上昇に歯止めを

かけることができる。

& 施設管理

�施設管理者の配置の必要性

現在、県立６病院は、中央病院の建替え問題等を含めて老朽化した施設をいくつか抱え

ている。しかしながら、施設の改修等に関して専門知識を有する人材がいないため、設計

監理等の営繕業務の多くが外部委託となっている。

そのため、数多くの大規模な施設を有しているのにもかかわらず、機動的に施設の保守

点検や営繕を実施しにくい傾向がある。結果として、適切な時期に適切な処置を講ずるこ

とができずに、施設の寿命を短くしてしまう危険性がある。

全病院の施設を総合的かつ計画的に管理するために固定資産管理部署を設け、専任の担

当者を配置することを検討されたい。

�長期計画の必要性

財政健全化計画によると、中央病院の建替えと新居浜病院の大規模修繕計画が検討課題
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にあがっており、建替え、改築が必要とされる病院側からの理由（要求）は次のとおりで

ある。

「中央病院本院は、建築後２８年を経過し、その老朽化もさることながら、建築当時と比

べ、患者数が大幅に増加しており、また、検査・手術件数の増加、高度医療の進展に伴う

大型医療機器の導入などにより、病院施設機能は限界に達している。」

また、「新居浜病院本館が建築後２６年を経過し、病室等の経年劣化による老朽化が著し

く、患者アンケート調査においても、病室、トイレ等の改善要望が多いことから、本格的

な改修を行うこととしている。」

しかしながら、専門家による建物診断等に基づく合理的な長期改修計画がなく、施設の

維持管理における効率性と経済性に問題があると言える。

中央病院や新居浜病院の機能が限界に達する前に増改築や修繕計画を中長期計画として

策定していなかったことは、経営管理上の問題として認識が不足していたと思われる。

�建物診断の必要性

鉄筋コンクリートの建造物は、維持管理の仕方次第で５０年以上使用できるものであり、

建物の性能を維持するための改修を行いながら有効利用すべきものと考える。

そのためには、一定の年数を経た建物について専門家による建物診断が必要であり、そ

の結果により、長期修繕計画並びに増改築計画を策定する必要がある。

�未利用施設の処分

未利用の院長・職員公舎跡地（今治、伊予三島、新居浜）があり、一部は入札したが不

調であった。売却可能価額を再調査し、未利用地を早期に処分すべきである。

' その他参考意見

�院内保育所と託児所の開設及び運営（意見）

中央病院と新居浜病院には院内保育所がある。院内保育所ならびに託児所は看護師のた

めだけでなく、外来患者等のためにも必要である。現在運営はプロパー職員により行われ、

不採算部分は一般会計負担金の繰入も行われている。

専門性と経営効率性の視点から、専門の外注業者に委託することが望ましい。

他の病院でも院内保育所や託児所は必要と思われるが、個々の病院で判断するのではな

く、全病院で検討することが望ましい。

�院内売店の代わりにコンビニの運営（意見）

新居浜病院では敷地が広く相当の余裕がある。通路の傍に院内売店があるが品揃えが少

なく必要なものが揃わない。敷地の一部を活用してコンビニ業者を導入してはどうか。入

院患者及び外来者にとって便利であると同時に、道路に面した外部からも利用できるよう

に設置すれば事業として成り立つと考えられる。

１７



３．不採算病院

# 県立病院設置の必要性

県立病院設置の意義を大まかに言えば、次のとおりと考えられる。

・民間では実施困難な「高度医療」「特殊医療」「救急医療」等を担い、県民の生命を守

ること

・医療資源の乏しい地域（僻地等）における地域医療の確保

多くの県立病院は、第２次世界大戦後間もなく設立されており、医療資源の比較的乏し

い時代において自治体による病院経営の必要性が強く求められ、公共的意義が認められた。

今日では、民間の総合病院も各地に存在し、道路・交通事情の発達により僻地医療の目

的のための医療施設の必要性はほとんどなくなったと考えられる。

県立病院の必要性を改めて検討し、事業継続の是非と対策を問うべき時期に来ていると

いえる。

「高度医療」「特殊医療」「救急医療」等が民間では実施困難といわれる所以は施設や設

備機器の充実に高額な投資を要し、また、その利用度合いも安定的でなく、明らかに採算

性が悪いことにある。これらの事業は自治体が担うべきものであり、当該費用については

地方公営企業法により一般会計からの繰入金が認められている。

県立病院が独立採算を原則とする公営企業である以上、今後、関係者（知事、議会、公

営企業管理者）で議論を重ねながら、次の事項についての検討が望まれる。

即ち、地域に医療資源が乏しいため、県立病院が赤字を出してでも運営していかなけれ

ばならない、という許容範囲はどこまでなのか、等について改めて検討し、

・地域の医療機関に任せられる部分は任せる（事業の縮小）

・地域の医療機関との連携強化を図る（事業の分担）

などを徹底していくことが求められる。

$ 赤字の３病院の経営状況

「第２ ３．財務の状況 �６県立病院比較（平成１３年度決算）」を参照されたい。

伊予三島病院、南宇和病院及び北宇和病院は一般会計負担金繰入後の経常損益が赤字で

あり、病院別の独立採算が成り立っていない状態にある。

赤字の３病院はいずれも病床数が２００床未満の小規模病院であり、給与費や設備費（減

価償却費、企業債利息）等の固定費の負担が大きく損益分岐点を満たす医業収益をあげる

ことが困難な状況にある。

県立病院の繰越欠損金の平成１３年度末残高は２１８億円であるが、赤字３病院で１８０億円

（８２％）を占めている。

現状のままで事業を継続することは、累積損失の拡大につながるため、損失を減らすた
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めには事業を縮小して人件費等を削減することが財政健全化の最も有効な方法と考える。

南宇和病院と伊予三島病院は二次救急医療施設（注）でもあり、公共病院としての必要性

は認められるが、採算性向上のために具体的な戦略計画を推し進める必要がある。

次に、最も経営状況の厳しい北宇和病院については経営状況をさらに詳しく検討すると

ともに事業の必要性の視点からも検討を加えることとする。

（注）休日及び夜間における手術や入院治療を要する重症の救急患者を受け入れ、診療を行う施設

% 北宇和病院の経営の現状と必要性

�損益分析と財政状態

平成８年度から平成１３年度までの損益の推移は「（別表）北宇和病院の損益の推移（Ｈ

８～Ｈ１３）及び（注）」のとおりである。

平成１３年度の医業収益は１，１４８百万円、一般会計負担金繰入前の経常損失は６９３百万円、

一般会計負担金１８４百万円を収益に加算後の当期経常損失は５０９百万円である。医業費用

は１，７２２百万円で、うち給与費９８９百万円と材料費２０７百万円の合計だけで医業収益１，１４８

百万円を超えている。

一般会計負担金繰入前の収支比率は６２．５％と他病院と比較しても格段に悪い。

累積欠損金は４，４８２百万円であり、県立病院の累積欠損金２１，８５６百万円の２０％を占めて

いる。

赤字原因としては医業収益に対する給与費の比率が８６．１％と全国同規模病院の５４％（Ｈ

１２年度）に比べ大幅に上回っていることと、平成９年度の新築による減価償却費と企業債

利息の負担が大きい。新築の総事業費は約４１億円であり、１床当たり４１百万円になる。

新築前の年度でも経常赤字であったが、新築後の各年度の一般会計負担金繰入前経常損

失は約３億円増加している（Ｈ８：△４１０百万円、Ｈ１３：△６９３百万円）。

�今後の採算性

当病院は、平成９年の建替え・新築により、減価償却費、人件費等の固定費が大きな負

担となっているほか、他病院と比較して、職員の年齢構成や人員配置の関係で給与費が高

いため、採算が極めて悪い状態が続いている。

宇和島市の病院施設の充実により北宇和病院の患者の増加は期待できず、病床数１００床

の小規模病院が経営努力によって採算が合うようにすることは極めて困難である。

公営企業の独立採算性は法的には公営企業全体として求められものであるにしても、病

院は地域において独立して事業運営されており、経営的には、事業部門である病院毎の独

立採算が求められる。独立採算性の点からは北宇和病院の経営継続は困難と判断される。
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（別表）北宇和病院の損益の推移

（単位：百万円）

区 分 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度

医業収益 ８８７ １，１６９ １，１９７ １，３３４ １，２９６ １，１４８

医業費用 １，２６９ ２，０４８ １，７５４ １，８６１ １，８２８ １，７２２

給与費 ６８９ ９４０ ８８６ ９１３ ９７３ ９８９

材料費 ３０３ ３９９ ３６４ ４０４ ３３４ ２０７

経費等 ２３７ ４８６ ２７６ ３０９ ２９０ ２９９

減価償却費 ３９ ２２３ ２２８ ２３４ ２３１ ２２７

医業損失 △３８２ △８７９ △５５７ △５２６ △５３２ △５７４

医業外収益 ３ ６ ７ ２５ ６ ６

医業外費用 ３０ １３３ １４２ １４１ １３３ １２５

企業債利息 １１ １０２ １０９ １０６ １０２ ９８

一般会計負担金繰入前
経常損失 △４１０ △１，００６ △６９２ △６４３ △６５９ △６９３

一般会計負担金 ８９ １２０ １２７ １９７ １８５ １８４

医業収益 １．４ ２．６ ２．６ ２．６ ２．７ ２．６

医業外収益 ８７ １１７ １２５ １９４ １８２ １８２

経常損失 △３２１ △８８６ △５６５ △４４６ △４７４ △５０９

（注）・新築の影響：平成９年度の経費には旧病院解体等に伴う固定資産除却費２３５百万円が含まれており、

また、毎年の固定費的費用として給与費、減価償却費、企業債利息が著しく増加した。

・給与費には、退職給与引当金繰入額が１２年度及び１３年度各 ６々５百万円含まれている。

・一般会計負担金：建設改良費負担金、共済組合追加費用負担金等が約１億円（Ｈ１３－Ｈ８）増加している。

・一般会計負担金繰入後の損失も平成９年度の診療機能拡充後は更に悪化している。

�宇和島市周辺の病院事業の環境

県立北宇和病院の患者は主として鬼北３町村（広見町、松野町、日吉村）の住民である。

北宇和病院が立地する広見町から宇和島市内へは車・バス・ＪＲで約２０～４０分である。

以下に示すとおり、市立宇和島病院の建替え計画や、宇和島市内での民間総合病院の進

出（開設許可済み）を考えると、県立北宇和病院（１００床）の一般病院としての必要性は

今後益々弱くなる。

○市立宇和島病院の建替え計画

宇和島市では、市立宇和島病院の老朽化が進み、建替えが緊急の課題になっている。

約２６０億円の年間予算規模に対し、１００～２００億円（試案）の大事業だが、市の台所事

情は財政健全化途上でもあり厳しい状況と報じられている。（愛媛新聞Ｈ１４．２．２１）
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機能の拡充と縮小の見直しを行い、市立宇和島病院は急性期患者を対象とし、合併予

定の町立病院（津島町・吉田町）はサテライト病院として外来と療養期患者を対象に機

能分担する案も想定される。平成１６年度中の着工、１８年度末の完成を目指している。

○民間総合病院の進出計画

年中無休（２４時間オープン）を基本に全国展開している徳洲会病院が、平成１３年１２月

に県の開設許可を受け、宇和島市で平成１５年度開設を目指して建築中である。

概要：３００床、１２科、職員数約３００人。平成１５年度完成予定、２４時間オープン

○国立療養所南愛媛病院（広見町）の民間委譲

平成１４年４月に南予の重症心身障害児（者）医療の中核機関である同病院を民間の社

会福祉法人へ譲渡することが決定された。

経営委譲は平成１５年１２月１日の予定である。

�監査結果

自治体が病院経営を行うに当っては、救急医療、高度・特殊医療、僻地対応等の視点か

らの必要性が求められる。北宇和病院には対応する高度医療設備等が少なく、救急医療や

高度・特殊医療は近隣の市立宇和島病院に依存していると考えられ、立地的にも僻地とは

いえないことから県立病院事業の必要性は特に認められない。

以上の結果、このまま病院事業を継続することは累積赤字を増加させる一方であり、県

立病院経営の必要性も特に認められない以上、県は、北宇和病院の事業を廃止する方向で

検討すべきと考える。

なお、県が病院経営から撤退することを検討するに当っては、北宇和病院利用者への影

響に配慮するとともに、できるかぎり病院施設の有効利用が行われるように対応策の検討

ならびに移行の支援をすることが望まれる。

�対応策の提案（意見）

県立病院としての事業の廃止に伴う対応策については、次のような案が考えられる。

・民間へ譲渡する。

・市立病院改築予定の宇和島市へ譲渡する。

・一部事務組合を設立し、組合へ譲渡する。

・高齢化社会対応の長期療養施設へ用途変更する。

なお、譲渡に当っては、施設を譲渡先が受け入れやすくする方策が必要であり、施設の

低廉譲渡・貸与または補助金等による県の支援も必要と考えられる。

次に、対応策のうち、宇和島市へ譲渡する案と病院事務組合を設立する案について参考

意見として記載する。

� 宇和島市へ譲渡する案（意見）

宇和島市へ施設を譲渡し、市立宇和島病院の建替え計画の中で北宇和病院の施設の活用が
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検討されるとすれば、市立病院のサテライト病院として外来と慢性期（療養病床）の患者

への医療を中心に行う施設として生かす可能性が考えられる。

宇和島市内中心部から北宇和病院まで車で約２０分の距離であり、鬼北３町村（広見町、

松野町、日吉村）の住民のうち宇和島市の会社へ勤務している者も多く、市立病院を利用

している者も少なくない。鬼北地域の患者の約半数は地域外へ流出しており、特に入院患

者の４５％は宇和島市の病院を利用しているのが現状である。

� 宇和島圏病院事務組合の提案（意見）

「病院組合」とは地方自治法に基づいて医療行政をするために設置された「特別地方公

共団体」で、正式には「一部事務組合」といわれ、地方公営企業法が適用される。

宇和島市、北宇和郡、南宇和郡の１２市町村（以下、「宇和島圏」という）は平成６年９

月に地方の自立的成長を牽引する可能性を秘めた一つのまとまりを持った地域として「宇

和島圏地方拠点都市地域」の指定を受けており、広域消防ほか圏域の共通課題を共同で処

理するために宇和島地区広域事務組合が設置されている。

愛媛県救急医療体制図の宇和島圏域で救急医療や高度医療ができるのは、市立宇和島病

院と県立南宇和病院だけである。

宇和島圏域は人口の減少と高齢化の進展が予想される地域であり、自治体ごとに医療・

保険制度を検討するのではなく、近隣自治体が共同で効率的に公共サービスを提供する体

制を構築すべき時代に来ていると思われる。

広域病院事務組合を設立して、県立南宇和病院と北宇和病院の施設ならびに宇和島圏の

市町村が運営する病院・診療所を事務組合へ現物出資することにより、医療施設が最も充

実している市立宇和島病院を中心とする宇和島圏域の広域医療体制ができる可能性があ

り、検討に値すると考えられる。

一部事務組合での病院経営としては次のような事例がある。（参考）

イ．公立周桑病院（周桑病院企業団）

昭和３６年に愛媛県周桑郡内４町（現在、東予市ほか２町）が病院組合を設立し、今

日に至る。

ロ．高知県・高知市病院組合

平成１０年１１月に高知県と高知市が設立した。

高知県立中央病院と高知市民病院を統合し、新病院として平成１７年３月に開院する

予定である。なお、病院施設の建設・運営はＰＦＩを活用する計画のようである。

ハ．公立豊岡病院組合（兵庫県）

豊岡病院を中心として公立５病院を経営する広域的な一部事務組合として全国屈指

の規模と歴史を誇る。
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４．会計処理及び表示に関する事項

# 一般会計負担金

平成１３年度の病院別明細及び繰入基準は次のとおりである。

平成１３年度一般会計負担金明細書

（単位：百万円）

合 計 中 央 今 治 新居浜 伊予
三島 南宇和 北宇和 本 局 繰入基準

医業収益

�
救命救急センタ
ー運営費

１，１１０ ４４１ ６６９ 運営収支差額

�
周産期センター
運営費

３９３ ３９３ 運営収支差額

�
未熟児施設運営
費

５３ １６ １９ １８ 運営収支差額

� 医師研究研修費 ５８ ２８ ９ ７ ５ ６ ３ 研修費の１／２

�
結核等病床運営
費

２９６ ９７ ７０ １２９ 運営収支差額

� その他 ７０ ４３ ４ ９ １０ ４

計 Ａ １，９８０ １，００２ ９９ ８１４ ３４ ２８ ３ ０

医業外収益

�
建設改良費（企
業債利息、リー
ス料）

２，２８２ ８９８ ４６７ ２１０ ２７１ ３２２ １１３ 全額

�
基礎年金拠出金
負担金

１９１ ８５ ２８ ２８ １９ １９ １１ １ 全額

�
共済組合追加費
用負担金

９７８ ４３６ １４２ １４４ ９６ ９９ ５６ ５ 全額

 その他 ３５ ５ ５ ２５

計 Ｂ ３，４８６ １，４２４ ６３７ ３８７ ３８６ ４４０ １８０ ３１

収益合計
Ｃ（Ａ＋Ｂ）

５，４６６ ２，４２６ ７３６ １，２０１ ４２０ ４６８ １８３ ３１

資本的収支

! 建設資金元本 ９７１ ３４１ ２０８ １０７ １０４ １０９ １０１ 償還元金Ｘ２／３

" その他 １９ １２ ７

資本的収支合計
Ｄ

９９０ ３５３ ２０８ １１４ １０４ １０９ １０１ ０

繰入金合計
（Ｃ＋Ｄ）

６，４５６ ２，７７９ ９４４ １，３１５ ５２４ ５７７ ２８４ ３１
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（損益計算書における表示方法）

県の損益計算書では、一般会計負担金は医業収益と医業外収益に区分表示されている

が、地方公営企業法施行規則に照らせば全て医業外収益の区分で表示すべきである。

公営企業の損益計算書の項目と内容は、地方公営企業法施行規則別表第１号の勘定科目

表に示されている。それによると医業外収益（項）の内訳科目（目）として「他会計補助

金」、「負担金交付金」が示されており、一般会計負担金は医業外収益の科目に含まれると

解される。

（負担金の内容と算定基準の準拠性）

一般会計からの繰入金の内容は、地方公営企業法第１７条の２第１項第１号及び第２号に

基づく負担金であり、一部（前表の��の項目）について総務省通知の繰入基準を超える

基準により算定されているが、その内容は「地方公営企業繰出金について」（総務省自治

財政局通知）に基づく合理的な項目であると認められた。

なお、����の項目について平成１１年度に財政健全化の目的で一般会計繰入金の基準

が改定され、前年度まで３分の２基準としていたところを全額負担とした。これにより一

般会計負担金は約１７億円（平成１０年度の３７億円に対し４３％増）増加して、平成１２年度に早

期に健全化計画を達成したと説明されていることの主因となっている。

$ 附帯事業費用の表示

公表の損益計算書では、医業外費用の次に附帯事業費用１５９百万円が区分表示されてい

る（第２．３�参照）。

附帯事業費用は中央病院の附属機関である東洋医学研究所の費用であるが、東洋医学研

究所は鍼灸施術と漢方薬による治療研究施設である。

鍼灸施術にともなう業務収益は医業収益の外来収益に含まれているが、費用（材料費、

人件費、経費）は附帯事業費用として区分表示されている。費用収益対応の原則から費用

は医業費用に含めるべきである。

表示を修正すると、医業損失は東洋医学研究所の費用相当額１５９百万円だけ損失が増加

し、中央病院の一般会計負担金繰入前の医業損失２９８百万円は修正後４５７百万円となる。

医業収益の外来収益に含まれる東洋医学研究所の収益は１０９百万円であり、附帯事業費

用１５９百万円を控除すると５０百万円の赤字となっている。附帯事業費用には減価償却費６．５

百万円と企業債利息１３．８百万円が含まれておらず、これを加えると７０百万円の赤字となる。

同研究所は、西洋医学による難治性疾患のうち、東洋医学を適用した対応や地域の鍼灸

師の技術の向上に寄与しているが、事業費１５９百万円のうち給与費が１１７百万円（医師ほ

か１２名、臨時１名）と７３．６％を占めている状況にある。現在、院内における総合診療科の

支援も行っているところであるが、今後は、院内での連携強化、診療体制の合理化などに
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より費用を抑えるとともに、総合診療部門への経費按分を明確にし、附帯事業自体の収支

の改善と明確化を図る必要がある。

% 退職給与引当金の会計処理

平成１２年度より退職給与引当金を計上しており、その処理の妥当性を検討した。なお、

退職金要支給額の試算は、計算の条件・方法を示して総務課に依頼した。

（引当金計上基準）

給与総額の１５％を退職給与金として予算計上し、毎年度の退職金支給額と退職給与引当

金繰入額との合計額が実績給料総額の１５％相当額となるように引当金繰入額を計上してい

る。

退職給与引当金の残高基準はなく、年度末在職者の退職金債務を試算したのも今回が初

めてである。

１５％基準とした根拠は、今後１５年間（平成１３～２７年）の退職給与金を試算すると年平均

支給見込額は１，１４１百万円となり、平成１２年度実績給料総額の１５％相当となったためであ

る。

（普通退職金要支給額の試算）

（単位：百万円）

事務職以外 事務職 合 計 貸借対照表
退職給与引当金残高

平成１３年３月末 ７，７６７ ７４３ ８，５１０ ５４０
平成１４年３月末 ８，６５０ ７９７ ９，４４７ １，０５７

平成１４年３月末
支給対象人数 １，７６６人 ７３人 １，８３９人

（注）事 務 職：県職員として採用され公営企業管理局で勤務している者
事務職以外：医師、看護師等の医療職及び技能労務職職員

以下において、病院事業の退職給与引当金の問題は事務職以外の者を対象として検討す

る。事務職は病院事業の勤務年数も短期間（３～５年）であり金額の重要性が低いため、

引当金の対象外とする。

（監査結果）

全国的に多くの公営企業で退職給与引当金を計上する会計慣行が未成熟である現状にお

いて、愛媛県が過去の支給実態に照らして給料の一定割合を退職給与引当金として計上し

ていることは、前向きの姿勢として評価できる。しかしながら、その引当額は十分とはい

えず、期末要支給額を計上する方法に改める必要がある。

監査の結果、平成１３年度末の貸借対照表では退職給与債務が７，５９３百万円（期末要支給

額８，６５０百万円－退職給与引当金残高１，０５７百万円）過小計上されており、財政状態を適

正に表示していない。公営企業管理局採用の職員について、今後一定の期間内に過年度の
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引当不足額を計上する必要がある。

また、損益計算書の給与費・退職給与金は、退職金支給額と退職給与引当金繰入額の合

計で給料の１５％となるように引当計上しているが、発生主義の原則により当年度の退職給

付債務増加額を費用処理する会計処理の方法を採用すべきである。

（会計処理案）

引当額：過去の引当不足額と当年度の引当額に分けて会計処理を行う。

� 過去の引当不足額は、損益計算書の特別損失・前期損益修正損として一括計上するこ

とが望ましいが、一定期間内に均等額を引当計上することも認められる。

� 当年度の引当金増加額（期末在籍者の期末要支給額と期首要支給額との差額）は、医

業費用・給与費・退職給与金に計上する。

取 崩 額：支払った退職給与金（期末の未払退職金を含む）相当額の引当金を取り崩す。

残高基準：期末退職給付債務の額から過年度分の未引当残高を控除した額

なお、現在一般に公正妥当と認められている企業会計の基準では、将来の定年退職時の

退職給付債務を見積もり現在価値に換算した金額を退職給与引当金残高として算定してい

るが、このためには詳細な年金数理計算を要するので上記の計算ではこの計算方法によら

ず、いわゆる、簡便法により自己都合退職（普通退職）の場合の平成１３年度末退職金要支

給額を引当金残高として試算した数値を用いている。

& 退職金の支給事務

知事部局と公営企業管理局との取り扱いとして、公営企業管理局で勤務歴がある職員の

退職手当の支給について次のように処理されている。

・定年退職及び勧奨退職の場合

（イ）退職時の所属が公営企業であるとき

公営企業の在職期間が２分の１以上ならば企業会計で支給

公営企業の在職期間が２分の１未満ならば一般会計（総務部付）から支給

（ロ）退職時の所属が公営企業以外であるときは、一般会計から支給

・定年退職及び勧奨退職以外の場合

退職時の所属の会計から支給

（監査結果）

上記の退職金支給の処理は、在職場所と費用負担場所が対応しておらず、費用負担の会

計年度もずれており、妥当な会計処理とはいえない。

在職期間と役務提供の場所に対応した発生主義に基づく費用計上を行って適正な損益計

算書を作成するとともに、必要な退職給付債務を引当金として貸借対照表に計上する会計

処理を採用すべきである。
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すなわち、毎年発生した退職給付債務増加額を退職給与引当金として計上すれば、毎年

度の引当金計上時点で病院が負担すべき退職給与金の計上は行われていることになる。

したがって、�公営企業で退職したときは、病院事業会計で退職金を支払うとともに、

知事部局で在職した期間に相当する退職金を知事部局へ負担金として請求する仕組みを作

るのが妥当と考えられる。また、�知事部局へ異動したときは、公営企業管理局を退職し

たとみなして、退職給与引当金から長期未払金へ振替しておき、退職時には公営企業の負

担金として支払い処理することが考えられる。

５．固定資産管理

質問、サンプルテスト及び分析的手続を中心に、愛媛県公営企業会計規程に従って、有形

固定資産の購入事務が適切に実施されているかどうか、減価償却計算やその実在性を確かめ

るために実地棚卸や除却等の処理が合理的に実施されているか検討した。

さらに、有形固定資産の有効活用の観点から医療機器の利用状況や経済性、重要な遊休資

産等の有無を検討した。

以上の結果、下記の指摘事項及び改善提案事項（意見）が発見された。

# 有形固定資産残高と減価償却計算システムの不一致

現在、愛媛県公営企業会計規程第１１条に基づき、膨大な数の固定資産について手書きに

より固定資産原簿を作成して管理している。ただし、決算における有形固定資産の減価償

却費を計算するために、固定資産原簿とは別に電子計算機（減価償却計算システム）を利

用している。したがって、固定資産原簿の帳簿残高と補助簿となる減価償却計算システム

は、必ず一致する必要がある。

しかしながら、両者を突合した結果、以下のような不一致が発見された。

（単位：千円）

病院名 中央病院 新居浜病院

区 分 貸借対照表 減価償却計算
システム 差異 貸借対照表 減価償却計算

システム 差異

機器及び備品 ５，０８９，８３２ ５，０９２，２３１ （２，３９９） ２，４３６，８８０ ２，４５７，９９２（２１，１１２）

減価償却累計額（８，２８５，９３０） （８，２８９，３４８） ３，４１８ （２，７９３，６１３） （２，８０４，２６２）１０，６４９

原因としては、固定資産原簿側の除却処理を減価償却計算システム側で処理を忘れたり、

システムへの入力誤り等が推定されるが、過去からの累積であり差異原因を特定できな

かった。現物と固定資産原簿及び減価償却計算システムを突合し、両者の整合性を確保す

る必要がある。

また、このような誤りを防ぎ、事務処理の省力化を図るためには、手書きによる管理で

はなく、公営企業管理局と各病院間をオンラインで結び固定資産の現物管理や減価償却計
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算等を統合した固定資産管理システムの導入を検討することも考えられる。

$ 有形固定資産の現物照合の状況

愛媛県公営企業会計規程第１２０条によると、「固定資産を年１回以上照合し、固定資産

増減明細表を作成しなければならない」となっている。しかしながら、過去、固定資産増

減明細表は作成しているものの、固定資産の年１回以上の照合（現物照合）をしていなかっ

た。

そこで、今回、平成１４年８～９月にかけて平成１４年３月末時点の固定資産について現物

照合を依頼した。その結果、帳簿価額ベースで総額３４，５６０千円（資産件数７００件）の固定

資産の除却漏れが判明した。

（固定資産除却漏れの明細）

（単位：千円）
病院名 件 数 取 得 価 額 帳 簿 価 額

中央 ４０７ ３７１，１８２ １９，７６８
今治 ３７ ２３，５０２ １，１８４
伊予三島 ４７ ４８，５８２ ２，４２６
南宇和 ２７ ３４，９９７ ２，５３１
北宇和 ３２ １８，７１４ １，４３９
新居浜 １５０ １４２，５７９ ７，２１２
計 ７００ ６３９，５５６ ３４，５６０

原因としては、過去の建物の大幅な改装・建て直し時の除却漏れや単純な処理忘れと考

えられるが、過去からの累積であり差異原因を特定できなかった。

今後は、定期的に現物照合を実施し、現物と固定資産原簿を照合するべきである。

ただし、実務上、有形固定資産の現物照合を実施するためには、現在の固定資産原簿と

は別に、病院内の有形固定資産管理に適した台帳を整備する必要がある。

つまり、現行の固定資産原簿では、一覧性がなく各病院単位でしか管理されておらず、

病院内のどこにあるかすぐに分からない（病院内で場所を移動してしまうこともある）。

さらに、現場の管理責任者も担当部署にどれだけの管理すべき固定資産が存在するかを

認識できていない。

そこで、今回の現物照合を契機に、新居浜病院では、院内の固定資産を場所別に管理し、

各病棟の責任者に固定資産台帳を配布し管理するように改めている。これにより、毎年の

現物照合も省力化され、除却漏れや部署間の移動漏れ等を防ぐことが期待されるため、他

の５病院についても病院別・場所別に固定資産を管理し責任者を定めて、毎年１回以上固

定資産の現物照合を実施するべきである。
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% 無形固定資産（電話加入権）の実在性

無形固定資産として電話加入権が６，０４８千円（平成１４年３月末時点）計上されている。そ

の実在性について確認したところ、無形固定資産の固定資産原簿が整備されていなかっ

た。そこで、実際の電話加入権の回線数と平成１４年３月末の貸借対照表残高を１回線７２，０００

円と仮定して理論回線数を求め比較した結果、以下のような差異が生じた。

（単位：千円／回線数）

病院名 帳簿残高 理論回線数 実 際 の
電話回線数 差異

中央 ３，９８３ ５５ ９２ （３７）
今治 ４２０ ６ ４２ （３６）
伊予三島 ３９６ ６ １５ （９）
南宇和 ２２３ ３ ２２ （１９）
北宇和 ４６２ ６ ９ （３）
新居浜 ５４０ ８ ２１ （１３）

公営企業管理局 ２４ ０ ２ （２）
合計 ６，０４８ ８４ ２０３ （１１９）

原因としては、新設の電話工事費用をすべて通信費等の収益的支出で処理してしまった

等が考えられるが、過去からの処理誤りの累積であるため原因は特定できなかった。

現在、電話加入権の廃止等が議論されているが、県有資産である電話加入権の現物管理

の観点からは、少なくともどの病院にいくつの回線があるといった固定資産原簿を愛媛県

公営企業会計規程第１１条に基づき整備する必要がある。

& 修繕費の資本的支出の状況

修繕費は、公営企業管理局承認となる特別修繕（１回当たりの支出金額１００万円以上）

と各病院の権限で執行できる通常修繕（１回当たりの支出金額１００万円未満）に区分され、

あらかじめ資本的支出と見込まれる建物等の大規模な改良等は、４条予算として予算編成

段階で織り込んでいる。

地方公営企業法施行令第２１条によると、修繕費の処理は、収益的支出と資本的支出を区

分する必要がある。これに対して、病院事業における修繕費の処理は、支出内容が固定資

産の改良・増設等の資本的支出に該当する場合でも修繕費として執行された支出は、すべ

て収益的支出として処理している。

原因としては、改良・増設等の支出があった場合、資本的支出として処理する基準が文

書等により明確になっていないことが考えられる。したがって、県の公営事業の一つであ

る電気事業が定めている電気事業固定資産単位物品表等を参考に、少なくとも一定の区分

基準を病院事業においても整備する必要がある。
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平成１３年度の特別修繕費のうち、資本的支出が含まれると推定される主な支出

（単位：千円）

病院名 修繕内容 金額

中 央

本院２階中央材料室改修 １８，４９１

本院２階トイレ増設 ３，８３３

周産期センター無停電電源装置工事 ８，８７３

ＰＨＳ導入 ３，５２８

ＭＲＩコンピュータ室エアコン増設 １，７３１

新居浜 食堂新設 ８，６２７

センター冷水２次ポンプ増設 １，９５７

平成１３年度の修繕費のうち、資本的支出が含まれると推定される主な支出（中央病院）

（単位：千円）

日 付 修繕内容 金額

６月１３日 空冷ヒートポンプエアコン納入 ９５５

９月２１日 中央監視装置用プリンター ２９９

１月９日 ゴミ倉庫／鉄骨工事 ８６１

１月１６日 ゴミ倉庫／壁パネル、屋根工事 ７８７

１月２３日 ゴミ倉庫／基礎、シャッター、間仕切工事 ４５１

なお、上記のうち、１月９日、１６日、２３日の支出については、１回あたりの支出金額は

１００万円未満であるため、中央病院の権限で執行されているが、３回の支出一体でゴミ倉

庫設置工事という一つの工事と推定され、本来であれば公営企業管理局の承認を必要とす

る特別修繕と考えられる。つまり、執行権限に抵触しないように意図的に請求書を分割さ

せ、１回あたりの支出金額が１００万円未満になるようにしている点が内部手続上問題であ

る。

' 医療機器の選定状況

現在、医療機器の選定に際しては、各病院の固定資産整備検討委員会等が要望する機器

を決定して購入要求書を提出した後、公営企業管理局の審査を経て医療機器の選定がなさ

れる。医療機器は、その特殊性から必ずしも同等品であれば価格が安い方が良いという性

格のものではないため、公営企業管理局では、購入する各病院の役割機能を踏まえて、そ

の選定要素として、金額以外に機能・能力、採算性等を含めて多面的に検討している。

ただし、医療機器の選定段階における問題点としては、以下のような点が挙げられる。
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�必要とする医療機器の機能・能力の比較検討すべき項目が統一化されていない点

必要とする医療機器の機能項目は、同じ医療行為に利用する医療機器であっても各病院

（購入部署の医師や技師等）の判断により選定基準となる機能項目が異なるため、結果と

して、購入部署が希望する機種が選定されやすいように誘導する購入要求書が作成される

危険性がある。

例えば、この弊害として、同程度の機能を有する複数の医療機器が存在しても病院側が

必要とする機能要件を一つでも満たさない場合は選定から外され、結果として入札前の段

階で特定のメーカーの医療機器に限定されることが挙げられる。

確かに、患者の生死に直接関わる医療機器については、機能だけでなくその機器の操作

性や慣れといった医師の嗜好的な要素も考慮しなければ、医療の質や医療事故のリスクに

影響を与えることがある。

しかしながら、選定段階で１機種に指定することは、後述する入札状況の分析結果から

も明らかなように契約に当たり競争原理が実質機能しているか疑問が残る。

つまり、医療機器の選定は、入札等による契約行為の前提要件となるため、公立病院と

しては、必要とする同程度の機能・能力を有する医療機器を最も有利な価格で契約するこ

とが要請される。

したがって、６病院全体で協議するなどして、病院の規模や役割を区分した上で、医療

機器ごとに必要とする統一した機能要件を定め、購入の都度、選定に当たっての機能項目

が異なることを避け、原則として複数の医療機器メーカーの医療機器を選定するべきであ

る。

�高額な医療機器導入による経済性の検討が収入ベースの簡便的なものである点

まず、同一機器でも診察・治療方法によりレセプト請求額にはかなり幅があるにもかか

わらず、単純な概算金額であること、さらに、機器導入及び導入後（保守メンテナンス）

に伴う費用面が考慮されておらず収入面しか検討していない点が挙げられる。

確かに、公立病院の性格として、必ずしも経済性だけを追求するものではないが、一定

水準の経済性の分析は必要である。一方、経済性が確保できない場合は、公立病院として

の購入の必要性や役割を説明できる記録を残すべきである。

�院内の機器選定過程の透明性や公営企業管理局の審査機能に限界がある点

各病院の固定資産整備検討委員会での討議の過程を示す議事録が必ずしも整備されてお

らず、機器選定の透明性に疑問が残る病院があった。また、購入要求書の公営企業管理局

の審査に当たり、審査側に医療に精通した人材が不足しているうえにその対象となる医療

機器の範囲や分野が幅広いため、表面的・形式的な審査しかできない傾向にある。つまり、

院内での機器選定や公営企業管理局の審査機能には、この様な限界があることから選定過
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程の透明性を確保するために、�特定の高額医療機器は６病院全体の視点から審査に当た

り公営企業管理局以外に他の５病院の関係者や外部の専門家も交えた審査体制の構築、�

各病院の固定資産整備検討委員会や公営企業管理局の審査の討議内容の議事録を整備して

具体的な選定過程を記録するべきである。

( 医療機器の契約状況

医療機器の契約は、「政府調達に関する協定」に基づき、税込３，３００万円以上（平成１４

年度より２，９００万円以上に改正されている）の医療機器については一般競争入札とし、そ

れ未満の医療機器については指名競争入札としている。また、一定額以上の高度医療機器

リース物件についても、平成８年以降一般競争入札の対象となっている。

このように制度の趣旨を鑑みれば、金額的に高額である医療機器の選定は、原則として

同程度の機能を有する複数の医療機器を選定して、競争原理が働きやすい一般（指名）競

争入札を行うことが望ましいと考える。また、入札制度が有効に機能するためには、予定

価格の適切な積算が必要不可欠といえる。

�契約における競争原理の有効性

前述したように、医療機器の選定段階で１機種に指定され、それに対して複数の卸業者

による入札となることがある。

そこで、平成１３年度の医療機器の入札状況（リースを除く）を医療機器１機種指定の場

合と２機種以上の場合とを比較すると値引率は以下のようになっている。なお、値引率は、

（定価－落札価格）÷定価（メーカーが定める希望小売価格）で求めている。

区 分 入札件数 入札割合 値引率

１機種指定 １３１ ５５．５％ ３４．９％

２機種以上 １０５ ４４．５％ ５８．２％

合計 ２３６ １００．０％ ４６．８％

値引率は、１機種指定の方が２機種以上の入札の場合よりも低く、割高な価格で購入し

ている傾向が見受けられる。また、選定段階で医療機器が１機種に指定されている入札は、

平成１３年度では入札全体の半分以上を占めている。

次に、平成１３年６月～１１月にかけて実施された医療機器の指名競争入札８６回分について、

医療機器１機種指定における場合と２機種以上における場合を分析比較すると以下のよう

になっている。なお、「落札率」は落札価格÷予定価格で求め、「入札参加業者数」とは８６

回分の入札に参加した平均業者数、「予定価格以下の入札をした業者数」とは８６回分の入

札において予定価格以下の価格を入札した平均業者数である。
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区 分 件数 入札参加
業者数

予定価格以下の
入札をした業者数 落札率

１機種指定 ５４ ６．１社 １．５社 ９７．３％

２機種以上 ３２ ６．１社 ２．０社 ８４．７％

合計 ８６ ６．１社 １．７社 ９１．２％

１機種指定の場合と２機種以上とを比較すると、１機種指定の場合は、落札率が約９７％

と予定価格近辺に集中し、入札参加業者数が平均６．１社参加しているにもかかわらず、予

定価格以下の価格を提示した業者数はわずか１．５社であり、入札による競争原理が実質機

能しているか疑問が残る。

上記の二つの分析結果から、１機種指定の場合の指名競争入札は、�２機種以上の機器

の入札に比べて値引率が低いことから割高な価格での購入をしている、�落札率が予定価

格近辺に集中し（落札率９７．３％）、入札参加業者数６．１社に比べて、実際に予定価格以下

の金額を入札した業者数がわずか平均１．５社であり落札業者が特定されているのではない

かという疑問が残る。

したがって、�指名競争入札を採用する場合は、原則として２機種以上の医療機器を選

定する、�一般競争入札の適用範囲（金額基準以外に、機器選定段階で１機種になる場合

は金額に関わらず一般競争入札とする等）を拡大し、数多くの業者に門戸を広げ競争原理

が機能する方策を検討するべきである。

ただし、一方で一般競争入札の問題点としては、調達予定物件についてメーカーや機種

名を具体的に挙げて特定することはできず、技術仕様書により行なうことを特徴とするが、

仕様書作成にあたっては、各病院の導入希望部署の直接の担当者が自ら希望する数機種を

前提として作成しているため、仕様書によりほぼ機種は特定されていると考えられる。

特定機種以外を競争から排除しないという一般競争入札の趣旨からすれば、どの程度の

幅をもった仕様が適切かを導入希望部署以外の専門性を持った第三者がチェックする必要

があると考えられる。具体的には、購入希望病院以外の５病院の専門家と民間病院の有識

者等で構成することが考えられる。

�予定価格の妥当性（意見）

現在、医療機器の予定価格は、業者の見積書と過去の納入実績（金額・値引率等）を基

準に決めており、初めて納入する医療機器を除いては、他の自治体病院の納入状況やその

他の市場調査等のリサーチを積極的には実施していない。

また、前述したような複数の医療機器選定による指名競争入札や一般競争入札の適用範

囲を広げても競争原理が実質機能しない状況が改善されるかどうかは不明である。

つまり、医療機器の予定価格の特徴として、�そもそも発注側に適正な予定価格を見積

もるだけの知識と経験を積んだ人材が不足し、�工事とは異なり、製造業者（機種）が限
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られるとともに機能差があっても品質水準は一定であるため、本質的には市場の実勢価格

に委ねる性格のものである。

したがって、１機種指定の指名競争入札であっても競争原理に基づく適正な市場価格で

の購入を促すためには、予定価格の公表も一つの方策と考えられる。つまり、予定価格の

公表により他の公立病院や民間病院等の第三者の目に触れられることにより長期的には適

正な市場価格に収束されていく効果があると考える。

) 高額医療機器の稼動状況と経済性

病院名 機器名
購入価格 稼働件数 診療報酬点数／単位：点 ３年間の収入

回収率
（千円） Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ 最大 最小 平均 （千円）

脳神経外科用手術顕微鏡 ２０，７９０ １５ ２４ ３８ ８４，１００ １３，５００ ４８，８００ ３７，５７６１８０．７％

今治
胸・腹腔鏡下外科手術システム １６，９０５ ５４ ５０ ４２ ５８，０００ １８，０００ ３８，０００ ５５，４８０３２８．２％
アルゴン・ダイレーザー光凝固装置 １５，４５０ １３８ １２９ １６５ ２１，５００ １０，８００ １６，１５０ ６９，７６８４５１．６％

超音波手術器 ６，４８９ １１ ２５ １７ ８４，１００ ８，４５０ ４６，２７５ ２４，５２６３７８．０％

レーザー砕石装置 ２８，８４０ ２ ０ １ １４，８００ ７，９９０ １１，３９５ ３４２ １．２％

外科用Ｘ線テレビ装置 １１，８４５ １９０ １９０ １８２ ４，４００ １，６６０ ３，０３０ １７，０２９１４３．８％

伊予三島 大動脈バルーンポンプ ７，２１０ ３ ２ １ ８，７８０ ３，６８０ ６，２３０ ３７４ ５．２％

デジタル脳波計 ６，３２４ ２６ ２２ ３４ ７９０ ５４０ ６６５ ５４５ ８．６％

ウロダイナミックス検査装置 ５，６７０ ３５ ３０ ３０ ５７０ ２５５ ４１３ ３９２ ６．９％

関節鏡ビデオカメラシステム ５，３５５ ３３ ２７ ２５ １３，３７０ ６００ ６，９８５ ５，９３７１１０．９％

Ｘ線骨密度測定装置 １９，２６１ １９ ２７ １９ ３６０ １４０ ２５０ １６３ ０．８％

外科用Ｘ線テレビ装置 １２，６６９ １２９ ９８ １１８ ４，４００ １，６６０ ３，０３０ １０，４５４ ８２．５％

南宇和 経皮的椎間板髄核摘出セット ５，５５５ ０ ２ ０ １０，１００ １０，１００ １０，１００ ２０２ ３．６％

胸腔鏡手術セット ５，２５０ １０ １５ ７ ５８，０００ ３１，７００ ４４，８５０ １４，３５２２７３．４％

大動脈バルーンポンプ ５，０４０ ４ ８ ２ ６，７７０ ６，７７０ ６，７７０ ９４８ １８．８％

泌尿器科用Ｘ線撮影装置 １９，１５８ ８０ ８０ ８５ １５０ １５０ １５０ ３６８ １．９％

超音波白内障手術装置 １６，９９５ ２２０ ７７ ２９ ７，４３０ ４，９１０ ６，１７０ ２０，１１４１１８．４％

眼科用手術顕微鏡 １４，９１４ ２２０ ７７ ３２ ３９，６００ ２６０ １９，９３０ ６５，５７０４３９．７％

北宇和 整形外科用手術顕微鏡 １３，５７５ ０ １ ０ ５６，７００ ５，７７０ ３１，２３５ ３１２ ２．３％

Ｘ線乳房撮影装置 １１，２８９ ５８ ４８ ２９ １５０ １５０ １５０ ２０３ １．８％

泌尿器科用内視鏡システム ９，６３１ ８ １６ １６ １７，１００ ９００ ９，０００ ３，６００ ３７．４％

腹腔鏡下手術器械セット ６，７９８ ７ ５ ８ ２２，４００ ６，８３０ １４，６１５ ２，９２３ ４３．０％

全身麻酔器 ９，８７０ １１ ４ ２７ １６，３００ ７，５００ １１，９００ ４，９９８ ５０．６％

低体温療法システム ８，９２５ １４ １２ １５ ３２，６００ ２４，２００ ２８，４００ １１，６４４１３０．５％

新居浜 腹腔・胸腔ビデオスコープ ７，０３５ ５８ ４１ ４４ ５８，０００ １３，５００ ３５，７５０ ５１，１２３７２６．７％

自己血回収装置 ６，８２５ ６１ ３４ １８ ５，０００ ５，０００ ５，０００ ５，６５０ ８２．８％

超音波手術器 ６，４８９ ５ ４ ２ ８４，１００ ８，４５０ ４６，２７５ ５，０９０ ７８．４％

計 ３０４，１５７ ４０９，６８０１３４．７％

※なお、中央病院については、購入金額上位３０件の医療機器について、使用回数が１８３回未満に該当する機器が
なかったため、上表には中央病院の記載がない。
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公立病院の役割として、救命救急、僻地医療や高度最先端の医療機関としての役割を果

たすために、採算性のみにとらわれない医療機器の整備が必要な面もある。そこで、購入

後、少なくとも高額な医療機器については、その目的の達成状況や利用頻度等の一定の経

済性を評価することも病院の経営管理上重要である。

そこで、高額医療機器の稼動状況を検証するために、各病院の購入価格５００万円以上で

上位３０件の高額医療機器（リース契約含む）のリストを入手し、平成１３年度の使用回数が

１８３回（２日に１回程度の症例）未満の高額医療機器のうち、レセプト請求額が算定可能

で過去３年間の使用回数が集計できている機器について、レセプト請求額とその経済性を

検討した。

なお、過去３年間の収入は、実際のレセプト請求額を求めることが困難であるため、簡

便的に当該機器利用によるレセプト請求の最高点と最低点の平均点×１０円×使用回数で計

算し、回収率は、過去３年間収入と当該機器の購入価格との比率から求めている。

分析の結果、全体としては、回収率は１００％を超え少なくとも購入価額を診療収入によっ

て回収できていると分析される。ただし、明らかに一部の機器については、ほとんど利用

されておらず採算が採れていない機器もあり、規模の小さい北宇和病院、南宇和病院や伊

予三島病院などに回収率の悪い機器が多くある傾向にある。

現状の問題点として、医療機器の選定時点では、購入理由や一定の経済性を検討してお

きながら、その導入後は、医療機器の購入目的の達成度や利用頻度等の経済性については

全く分析していない。

したがって、特定の高額な医療機器については、�機器選定段階での経済性の検討と予

測、�購入後は利用回数や診療収入と費用を把握して、当初の予測と実績を比較分析し、

�その結果を他病院への活用や次回の設備投資の見直しに利用するべきである。

６．購買及び在庫管理

質問、サンプルテスト及び分析的手続を中心に、愛媛県公営企業会計規程に従って、棚卸

資産の購買事務、受払事務が適切に実施されているかどうかを検討した。また、薬品及び診

療材料等の棚卸資産の残高についてその実在性を確かめた。さらに、給食部門の採算性につ

いても検討した。

以上の結果、下記の指摘事項及び改善提案事項（意見）が発見された。

# 購買事務の６病院一元化の必要性

現在、購買は病院単位で行われているが、薬品については、６病院全体で価格交渉・購

入価格の決定を一括して行っており、同一の単価が採用されている。また、併売品の統一、

同種同効能品の削減、低使用頻度薬品の削減、後発品の採用等を６病院全体で検討してい
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る。

一方、薬品以外の診療材料は、同一品であっても病院間で購入単価に格差が生じており、

薬品のようなアイテムの整理統合が十分にできていない。

�薬品の購入単価の状況

薬品は、納入業者が県内全域に営業網を整備していることもあり、同一品の購入単価は、

過去の納入価格や全国自治体病院協議会が発行している薬品の単価情報等を参考に６病院

すべて同一単価となっている（試薬及び一部臨時購入品を除く）。

しかしながら、中央病院の薬品購入金額ベースで上位の薬品購入単価について、全国自

治体病院協議会（平成１３年度版）の平均単価と関西地区のある急性期民間病院（病床数約

３５０床）の購入単価について比較した結果、全国自治体病院協議会の平均単価よりは下回っ

ているが、いずれも比較した民間病院の購入単価よりは高くなっていた。

（単位：円）

品名 購入単価
全国自治体
病院協議会

民間病院 格差

Ａ薬品 ４５，０００ ４５，１９０ ３９，９００ １１２．８％

Ｂ薬品 ５３，１８５ ５３，１８５ ４９，０００ １０８．５％

Ｃ薬品 ４１，１５０ ４０，６１０ ３８，７１０ １０６．３％

Ｄ薬品 ５７，０５０ ５９，１２０ ５０，３８０ １１３．２％

Ｆ薬品 ４５，３４０ ４５，５９０ ４０，７５０ １１１．３％

Ｇ薬品 ６７，０００ ７０，２２６ ４９，６５０ １３４．９％

Ｈ薬品 ２８，５００ ２８，７５５ ２５，９００ １１０．０％

確かに、サンプル数が１つであり、地理的な格差や薬品の購入ロットの影響もあるため、

はっきりとした原因は分からないが、全国的にはまだまだ自治体病院の薬品購入単価が割

高な傾向にあると考えられる。

したがって、統一単価を採用しているとはいえ、薬品仕入量は、比較した民間病院に比

べて、明らかに病床数が約２，０００床ある県立病院の方が多いと考えられ、交渉力や分析力

が民間病院に比べるとまだ十分ではなく、６病院全体のスケールメリットが単価交渉に十

分生かされていない可能性がある。

�診療材料の購入単価の状況

診療材料は、病院ごとに購入業者を選定しているため、同一品であっても各病院間で単

価に格差が生じているものがある。例えば、中央病院の診療材料購入金額上位１００品目の

うち他の５病院でも購入している診療材料について単価比較した結果、価格差の大きい診

療材料上位１０品目は以下のようになり、全体としては、平均約１０５％程度の購入単価の格
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差が生じていた。

（単位：円）

中央 今治 伊予三島 南宇和 北宇和 新居浜 最大格差

診療材料Ａ ６５０ ４５０ ６００ １４４．４％

診療材料Ｂ ４，３００ ４，３００ ５，５８３ １２９．８％

診療材料Ｃ ４，３００ ４，３００ ５，２８０ ５，５８３ １２９．８％

診療材料Ｄ ２４４，６７４ ２０４，１００ １１９．９％

診療材料Ｅ ２１，６３０ ２５，２９０ ２３，０００ ２３，９００ １１６．９％

診療材料Ｆ ２，８００ ３，０８０ ２，６５０ １１６．２％

診療材料Ｇ ３８，８００ ３３，４６０ １１６．０％

診療材料Ｈ ２７０ ２４０ １１２．５％

診療材料Ｉ ２３６，７００ ２３６，７００ ２３６，７００ ２１５，１００ １１０．０％

診療材料Ｊ ５６，０００ ５９，５００ ５６，０００ １０６．３％

今後は、ＳＰＤ（物品管理システム）の導入に伴い病院間比較が容易にできるようになる

ため、スケールメリットによる単価引下効果も期待できることから薬品と同様に診療材料

についても６病院統一の購入単価に変更するべきである。

�診療材料のアイテムの整理統合

（単位：円）

品目 中央 今治 伊予三島 南宇和 北宇和 新居浜 最大格差

手袋Ａ ２５０ ３２０ ２２０ ５００ ２２７．３％

手袋Ｂ １，１７０ １，６００ １３６．８％

手袋Ｃ ４３０ ８００ １８６．０％

手袋Ｄ ２，４５０ ２，９００ ２，１９０ ２，６４０ ３，７５０ ２，８００ １７１．２％

ガーゼＡ １，２３５ １，８８０ ２，１５０ １，６５０ １，５８０ １，６４０ １７４．１％

綿球 １１１ １４８ １８５ １６０ １５０ １３０ １６６．７％

マスクＡ ８１０ ５４０ １，４００ ７５０ ５００ ２８０．０％

マスクＢ １，５３０ １，６００ １，４００ １１４．３％

酸素 ２２ ６１ ６５ ５１ ５０ ６０ ２９５．５％

診療材料は、前述したような単価の統一以外に、薬品のように６病院全体の視点からの

同種同効能品や併売品の統一といったアイテムの整理統合ができていない。診療材料の中

でも直接医療行為に大きな影響を与えない汎用的な診療消耗品などは、６病院全体でアイ

テムを統一して購入ロットを拡大すれば、単価引下効果が大きく期待できると考える。

例えば、現在６病院が使用している診療材料のうち、手袋やガーゼなどの汎用品につい

て同程度の品質ごとに単価比較した結果、以上のような単価格差が生じている。

したがって、民間病院と同様に購買活動を一元化すれば、アイテムの整理統合・共同仕

入等による単価引下げなど価格交渉の余地はまだまだ残されていると考えられる。ただし、

このような購買活動の一元化を有効に機能させるためには、その責任と権限を明確にし６
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病院全体を統括する管理部署を公営企業管理局又は中央病院に配置し、責任者を置く必要

がある。

$ 薬品・診療材料等の契約状況

物品調達等の契約は、法第２３４条及び地方公共団体の物品等又は役務の調達手続の特例

を定める政令に基づき、税込２，９００万円以上の契約については一般競争入札とし、それ未

満の契約については指名競争入札又は随意契約としている。

このような制度の趣旨を鑑みれば、原則として、競争原理が最も機能しやすい一般競争

入札による契約を行うことが望ましいと考える（法第２３４条）。ただし、固定資産の契約

と異なり、契約品目数が多く大量に反復して取引され、特殊な薬品・診療材料については、

メーカーと卸業者が１社に特定され複数の業者からの納入が困難なケースもある。

したがって、その内容が一般競争入札に適しない場合や入札者がいない場合などは、指

名競争入札や随意契約も認められる（法施行令第１６７条、第１６７条の２）。

また、入札制度が有効に機能するためには、予定価格の適切な積算が必要不可欠といえ

る。

�契約における競争原理の有効性

薬品は、愛媛県の場合、製薬メーカーの系列の関係もあり、大手四社の薬卸に集約され

ている。そのため、業者の選定に関しては、ある程度限定された選択肢の中で、薬品ごと

に指名競争入札によっている。したがって、薬品の場合は、アイテム数の絞込みによる購

入ロットの拡大や後発品の活用等による購入単価の引下げ等が中心となり、納入業者間の

競争原理の効果は限定的と考えられる。

一方、診療材料は、各病院単位で契約行為を執行しているが、過去５年間の納入業者数

推移からは業者数はあまり増減なく固定化され、指名競争入札を実施しても１社だけしか

回答せず実質特定の業者との随意契約となっているようなケースも見受けられる。

そこで、平成１３年度の中央・南宇和・新居浜の３病院の診療材料の全品目のうち１社か

らしか入札（又は相見積もり）がなかった品目と２社以上の入札（又は相見積もり）によ

る品目を分析した結果、以下のようになっている。

なお、値引率は、（定価－契約単価）÷定価（メーカーが定める希望小売価格）で求め

ている。

内訳
中央病院 南宇和病院 新居浜病院

品目 割合 値引率 品目 割合 値引率 品目 割合 値引率

１社のみ ３，９３２ ７５．２％ １４．３％ １，６６１ ８６．１％ １４．５％ ９９０ ７６．０％ １９．５％

２社以上 １，２９４ ２４．８％ ２０．３％ ２６９ １３．９％ ２６．６％ ３１３ ２４．０％ ３０．２％

全体 ５，２２６１００．０％ １４．５％ １，９３０１００．０％ １５．４％ １，３０３１００．０％ ２１．２％
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確かに、特殊な診療材料については、メーカーと卸業者が１社に特定され複数の業者か

らの納入が困難なケースもある。

しかしながら、明らかに１社のみの随意契約の方が、値引率が低く割高な単価で納入さ

れている傾向にあり、また、中央病院では、診療材料のうち酸素等の一部の品目について

は平成１１年度より一般競争入札に変更したことにより、以下のような効果を生んでいる。

内 訳 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度

液体酸素 １� ６４円 ３０円 ３０円 ２８円 ２２円

亜酸化窒素 ３０� ７５，０００円 ６０，０００円 ６０，０００円 ５５，０００円 ５３，０００円

また、医療機器の選定と同様に、選定段階において、特定のメーカーの診療材料が選定

され、結果として卸業者が１社に限定されてしまうケースもある。

したがって、�診療材料の選定に当たり、品質や機能に著しい差が認められる場合を除

き、原則として同種同効能品を２品目以上採用する、�一般競争入札の適用範囲（金額基

準以外に、１品種に限定される場合は金額に関わらず一般競争入札とする等）を拡大し、

少なくとも現行の硬直的な取引関係を改め、競争原理が反映されるような診療材料の複数

選定や数多くの業者に門戸を広げる必要がある。

�予定価格の妥当性（意見）

薬品や診療材料等の予定価格の算定に当たっては、そのアイテム数が膨大な数に及ぶこ

とから、その算定根拠は曖昧で病院によってその算定方法が異なる。

例えば、中央病院の場合は、一律、定価に一定率を乗じて予定価格とし、北宇和病院で

は、事前に業者から見積もりを入手してその中で最も安い金額を予定価格とし、新居浜病

院の場合は、過去の実績等を考慮して総合的に予定価格を設定している。

前述したように入札業者が実質１社に限定され、かつ、予定価格の算定方法が前例主義

的で、その根拠についても明確な基準がない状況を鑑みれば、診療材料の購入に当たり競

争原理に基づく有利な価格での購入が執行されているか疑問が残る。

さらに、前述したような複数の医療機器選定による指名競争入札や一般競争入札の適用

範囲を広げても競争原理が実質機能しない状況が改善されるかどうかは不明である。

したがって、少なくとも特殊品で納入業者が限定される薬品や診療材料の予定価格につ

いては、業者の見積もりだけでなく、他の自治体病院や民間病院等と連携して情報収集し、

適切な予定価格の設定が望まれる。

また、医療機器と同様に、薬品や診療材料については、本質的には市場の実勢価格に委

ねる性格のものである。したがって、今後は予定価格を公表して適正な市場価格へ収束さ

せる効果を期待することも一つの方策と考えられる。
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% 診療材料費と消耗品費の科目区分

愛媛県公営企業会計規程第１６条第２項の別表第１によると、診療材料費は、「ア診療用

材料として直接消費されるもの、イ診療用具等であって１年内に消費するもの」と定めら

れている。これに対して、中央病院の診療材料費の３月分の検収調書を閲覧した結果、プ

リンタのインクカートリッジ、カラーファイル、フロッピーディスク、ＣＤ－Ｒ、壁掛時

計等の購入を発見した。

確かに、最近の医療機器は、写真の代わりにデータをＣＤ－Ｒで保存したり、プリンタ

で自由に印刷できる機器が多くなっている。しかしながら、新居浜病院や北宇和病院では、

上記のような物品は消耗品費で処理し、中央病院でも他のメーカーのインクカートリッジ

は消耗品費で処理するなどしていることから、予算の流用として処理し、正しい勘定科目

で処理するべきである。

したがって、診療材料費と消耗品費の区分を明確にし、昨今の医療環境の変化により診

療材料の範囲が広がってきているのであれば、それに応じて６病院全体が統一した形で予

算の設定や科目処理を行うべきである。

& 統一的な在庫管理

（意見）

在庫管理の状況は、中央病院を中心に高額な薬品やペースメーカー、患者により規格が

異なる診療材料等については、預り在庫として実際に消費した分だけを購入し、事前に使

用する日時が判っている薬品については、予約制を導入して在庫を削減し、診療材料はＳ

ＰＤ（物品管理システム）を導入して適正在庫及び適正発注に努めている。ただし、６病

院全体として、これらの改善活動が統一的に実施されておらず、各病院の担当者の判断に

より個別に対策を講じている。

したがって、購買活動の一元化と同様に、在庫管理についても６病院全体の問題として、

実地棚卸計画、定数管理、預り在庫や予約制度の採用などの在庫管理活動を統一的に実施

していくべきである。

' 薬品の期末在庫の実在性

�薬品の期末在庫の推移

６病院の過去３年間の薬品在庫金額と在庫回転期間の推移は、以下のようになっている。

なお、回転期間は、各年度末の在庫金額÷（各年度の薬品費÷１２ヵ月）で簡便的に計算し

ている。
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（金額：千円，回転期間：月数）

中央 今治 伊予三島 南宇和 北宇和 新居浜

在庫金額 回転
期間 在庫金額 回転

期間 在庫金額 回転
期間 在庫金額 回転

期間 在庫金額 回転
期間 在庫金額 回転

期間

Ｈ１１ ５５，６８３０．１９ ５５，４５９０．５５ ３８，６５９０．５６ ２２，３８５０．２５ １５，８５３０．６２ ４，２１４０．０７

Ｈ１２ ４６，４２８０．２２ ４９，０４７０．６７ ２９，５１９０．７５ ２７，２６６０．４３ ７，１７７０．２８ １１，３９８０．３３

Ｈ１３ ５６，６０００．２６ ４０，９０６０．５７ ２９，２４１０．９６ ２３，６８４０．６８ ９，７０３０．８２ ８，２５６０．１７

全体的には、抗がん剤等の高額薬品の期末在庫量の影響を受けるものの、医薬分業が進

んだ影響により、薬品在庫金額は減少傾向にある。

ただし、上記の分析の結果、新居浜病院は、他の同規模病院に比べて薬品在庫回転期間

が短く、その要因を確認したところ、過去から特定の薬品だけを在庫計上して「たな卸資

産たな卸明細表」を作成していたことが判明し、平成１３年度末では、約１５，０００千円前後の

薬品在庫の計上が漏れていたと試算された。

�薬品の受払管理と実地棚卸の状況

愛媛県公営企業会計規程第９３条によると「…、常にたな卸資産出納簿の残高をこれと関

係のある帳簿と照合し、その正確な額の確認につとめなければならない。」となっている。

しかしながら、今回往査した３病院（中央・北宇和・新居浜）については、いずれも日々

の払出処理ができていないため、麻薬等の法律上の規制を受ける薬品以外は、継続記録法

に基づく在庫管理ができていない。

そこで、毎月末又は年２回の実地棚卸により、期首在庫量＋受入数量－期末実地棚卸高

＝期中払出量を推定し、たな卸資産たな卸明細表（様式６９号）を作成している。

確かに、薬品の払出処理は、処方箋が患者単位になっているため、オーダリングシステ

ム等を導入しなければ、実務上、手書きによる薬品の受払管理は困難であり、現状では実

地棚卸の正確性が重要となる。

しかしながら、６病院全体で統一的な実地棚卸計画がなく、棚卸資産の範囲やその方法

等が病院ごとに異なっており、すべての薬品について正確な在庫金額を把握できているか

どうか確認できなかった。また、病院経営の観点からは、薬品在庫は保険請求できていな

い貴重な県有財産であり適切に管理し、極力在庫を削減する必要がある。

したがって、統一的な実地棚卸計画に基づき、正確な在庫数量と金額の把握を行う必要

がある。

( 診療材料の期末在庫の実在性

�診療材料の期末在庫の推移

６病院の過去３年間の診療材料在庫金額と在庫回転期間の推移は、以下のようになって

いる。なお、回転期間は、各年度末の在庫金額÷（各年度の診療材料費÷１２ヵ月）で簡便
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的に計算している。ＳＰＤは平成１３年１２月以降から中央病院で導入され、平成１４年度下期

中には、今治及び新居浜病院についても導入が予定されている。

（金額：千円，回転期間：月数）

中央 今治 伊予三島 南宇和 北宇和 新居浜

在庫金額 回転
期間 在庫金額 回転

期間 在庫金額 回転
期間 在庫金額 回転

期間 在庫金額 回転
期間 在庫金額 回転

期間

Ｈ１１ ２９，５５９０．２１ ２，２９１０．０６ ５，８０６０．３６ ８，５４５０．４０ ３，１２６０．４０ ６，６４４０．２４

Ｈ１２ ３４，３１２０．２２ ２，４７００．０６ １８，２４７１．１８ ７，５５７０．３５ １，２７３０．２１ ３，３２６０．１２

Ｈ１３ １５９，４７２０．９８ ２，３３１０．０６ １４，１１７０．８８ ７，０４６０．３５ １，９４３０．３７ １，７１２０．０５

中央病院は、ＳＰＤ導入前（平成１２年度以前）と導入後（平成１３年度）では診療材料の

在庫金額が大きく変化している。要因として、過去は、中央材料室の管理物品以外の各病

棟や手術室等にある診療材料までは在庫としてカウントしていなかったため、在庫金額が

実際よりも少なくなっていた。また、平成１４年３月末の実地棚卸（平成１３年度下期）では、

ＳＰＤの帳簿金額に比べて１１，３２６千円実地棚卸高の方が少なかったにも関わらず減耗損処

理せず、平成１４年度の期首で費用処理していた。

次に、北宇和病院も中央材料室の管理物品以外は在庫として計上していなかった。今回、

平成１４年９月末（平成１４年度上期）の実地棚卸では、手術室等の現場にある在庫まで集計

した結果、平成１４年３月末に比べて診療材料在庫の金額が、約７，５００千円増加している。

また、中央病院に次ぐ規模を有しながら今治病院や新居浜病院の診療材料在庫は、明ら

かに少なく、正確に診療材料の実地棚卸をしていない状況がうかがえる。仮に、今治病院

と新居浜病院の診療材料の在庫が、中央病院と同じ約１ヵ月分存在すると仮定すれば、平

成１３年度末現在で約７３，０００千円の在庫が計上漏れになっていると試算される。

�診療材料の受払管理と実地棚卸の状況

診療材料は、薬品よりも購入部署が広範囲であり内容が多岐にわたるため、現場では購

入＝払出の傾向が強く、大半の物品について日々の受払の継続記録ができていない。さら

に、実地棚卸も中央材料室の管理物品等の一定の場所の在庫しか棚卸していなかった。

確かに、薬品と同様に、診療材料の受払の継続記録は、実務上、手書きによる管理は困

難である。

しかしながら、診療材料は、貴重な県有財産であり適切に管理し、極力在庫を削減する

必要がある。そこで、中央病院では、平成１３年１２月以降からＳＰＤを導入し、診療材料の

在庫を把握することが容易になった。さらに、平成１４年度下期中には、今治及び新居浜病

院についてもＳＰＤの導入が予定されている。

したがって、今後は、中央・今治・新居浜病院のＳＰＤの導入により、今までブラック

ボックスであった診療材料の在庫について適時に適量を把握することができ、前述した購

買・在庫活動の一元化との相乗効果により大きなコストダウンが図れることが期待され
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る。また、残りの３病院については、費用対効果の関係でＳＰＤが導入されなくても中央

材料室以外の現場にある診療材料まで実地棚卸をする必要がある。

) 給食部門の採算性

現在、給食業務は、北宇和病院と中央病院（救命救急センター除く）が外部委託し、そ

れ以外の病院が自前で栄養士や調理の職員を抱えている。給食部門の採算性を分析するた

めに、給食収入と、直接費用として人件費（給料・手当、退職給与引当金、雑給、法定福

利費を含む）、給食材料費及び委託費までを集計した結果、次表のようになった。

給食業務の収支概算

（単位：千円）

中央 今治 伊予三島 南宇和 北宇和 新居浜 合計

給食収入（�） ５１４，９３５ １９８，２３２ １０５，２６７ １０７，１１１ ５６，０３６ １６６，２８３１，１４７，８６４

直
接
費
用

人件費 （�） １３６，３７１ ７６，４６２ ６０，４２７ ５４，２４５ ３，４５４ １０５，４３６ ４３６，３９５

給食材料費 （�） １３５，５００ ６１，４４９ ３５，５２２ ３５，９４８ ８３７ ５４，７７７ ３２４，０３３

委託費 １１５，８０２ ３７０ １，９９６ ２７３ ４４，０１４ ２，５２２ １６４，９７７

直接費用 ３８７，６７３ １３８，２８１ ９７，９４５ ９０，４６６ ４８，３０５ １６２，７３５ ９２５，４０５

直接費用控除後の収支（�） １２７，２６２ ５９，９５１ ７，３２２ １６，６４５ ７，７３１ ３，５４８ ２２２，４５９

比
率
等

人件費率 （�÷�） ２６．５％ ３８．６％ ５７．４％ ５０．６％ ６．２％ ６３．４％ ３８．０％

給食材料費率 （�÷�） ２６．３％ ３１．０％ ３３．７％ ３３．６％ １．５％ ３２．９％ ２８．２％

直接費用控除後収支率（�÷�） ２４．７％ ３０．２％ ７．０％ １５．５％ １３．８％ ２．１％ １９．４％

一人当たり人件費（�÷�） ４，０１１ ４，０２４ ５，０３６ ４，５２０ ３，４５４ ６，２０２ ４，５９４

職員数（人）
正 規 職 員 計 １５ １０ ８ ７ １ １０ ５１
臨 時 職 員 計 １９ ９ ４ ５ ０ ７ ４４
職員合計（�） ３４ １９ １２ １２ １ １７ ９５

※臨時職員数は年間人役換算している。

平成１３年度 中央 今治 伊予三島 南宇和 北宇和 新居浜 合計

期末要支給金額（Ａ） ９２，１８８ ５７，５９７ １３，３４０ １０，２０１ － ６４，０２２ ２３７，３４８

引当金計上額 （Ｂ） １７，１４４ １１，４７４ ６，８６６ ３，３９９ － １１，７７８ ５０，６６１

うち１３年度繰入額 ８，６８７ ５，８１９ ３，４９４ ３１７ － ５，９５８ ２４，２７５

引当金未計上額（Ａ－Ｂ） ７５，０４４ ４６，１２３ ６，４７４ ６，８０２ － ５２，２４４ １８６，６８７

伊予三島病院や新居浜病院は、直接費用を差し引いた段階ですでに収支率が１０％を下回

り、給食収入に占める人件費の割合も５０％を超えており、�給食の質の低下を招くことか

ら給食材料費率の削減余地が限られている点と�今後昇給や正規職員の退職手当の増加に

より人件費が確実に上昇していく点を鑑みれば、将来的に赤字になることが予想される。

一方、外部委託している北宇和病院は、採算性は決して高くはないが、将来の退職手当

の負担がなく、中央病院もスケールメリットを生かして当面採算が悪化する可能性は低い
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と考えられる。

したがって、公立病院における給食部門としては、少なくとも赤字になることだけは避

けるべきであり、現行の人事制度では人件費の増大は避けられず、今後、給食部門につい

ては、外部委託へ移行していくことを検討する必要がある。

７．債権管理及び医事事務

# 入院患者の医業収益診療報酬計上時期のずれ

入院患者の医業収益は、請求事務管理を行う医事課（係）からの報告に基づき会計係又は

庶務係で調査決定（調定）を行い収益計上される。地方公営企業法第２０条１項によれば「す

べての費用及び収益は、その発生の事実に基づいて計上し、かつ、その発生した年度に正

しく割り当てなければならない。」とあり、収益は「発生の事実」のあった年度に計上す

ることが定められている。したがって、医業行為の収益計上は、診療行為のあった年度に

計上されるべきである。

新居浜病院では、入院患者に対する診療報酬の医業収益計上は、診療行為のあった月で

はなく翌月に計上されているケースがある。そのため、下記Ｂのケースでは３月に行われ

た診療報酬の医業収益計上が翌年度に行われることになる。

（例示）

３月／ ４月／

２８日 ２９日 ３０日 ３１日 １日 ２日……………５日

（定期請求の処理日）

Ａ：








�
Ｂ：




















�
Ｃ：

































�
（注：矢印は入院期間を示す。）

ケースＡ （３月３０日に退院） ：退院日である３月３０日日付で収益計上

ケースＢ （３月中から診療行為が ：３月中の診療行為分を含めて退院日（４月２

行われ、定期請求処理日 日付）で売上処理

前に退院）

ケースＣ （翌月の定期請求処理日 ：３月中の診療行為については３月分として

以降に退院） 収益計上し、４月中の診療行為については４

月分として収益処理

診療行為が行われた年度に収益計上するように改める必要がある。なお、中央病院では

事務量が多いことから年度途中は翌月の計上とし、年度末についてのみ診療行為のあった

月に調定を行っており、発生の事実のあった年度に計上されているが、収益管理を適切に

行うためには、年度途中においても診療行為の発生月に調定を行うよう業務を見直すべき
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である。

$ 未収金の管理

�未収金の状況

雇用状況など経営環境の悪化に伴い、病院事業会計の滞留債権残高は増加傾向にある。

各県立病院の平成１４年９月末現在での収益の発生年度別患者負担分医事未収金残高は以下

のとおりである。

（単位：千円）
病院名 １０年度以前 １１年度 １２年度 １３年度 合計残高

中央 ３７，６６０ ２０，９１３ ２１，７４８ ４０，６８９ １２１，０１０
今治 ７，５５０ ２，５０８ ７，１２３ ９，３５１ ２６，５３２
伊予三島 ４，０７９ ３，２６７ ３，３６９ ２，２７０ １２，９８５
南宇和 ４，８９９ ２，０７６ ２，９５２ ５，４２５ １５，３５２
北宇和 ２６７ １，２３２ ７５ ３０２ １，８７６
新居浜 ４，７１２ １，０００ １，３４３ ４，２３７ １１，２９２
合 計 ５９，１６８ ３０，９９６ ３６，６０９ ６２，２７５ １８９，０４８

（注）：平成１４年９月末現在の未収金から交通事故損害賠償保険請求額を控除した金額である。

�滞留債権に対する事務管理体制

（滞留債権に対する考え方）

滞留債権は増加傾向にあり、債権管理の徹底は病院経営にとって緊急の課題である。医

療業務は診察と同時に医療費を回収することを前提としている。そのため、請求業務の重

要性については強く認識されているが、債権管理に関する認識は必ずしも高いものではな

い。

例えば、医事会計システム（注）において債権回収時の消し込みの機能が活用されていな

い病院もあり、別途パソコンや手書きにより管理するなど効率化が図られていないことや

医事会計システムと財務会計オンラインシステムが連動しておらず、債権管理の観点から

のシステム設計となっていないことが、滞留債権増加への対応遅れなどの根底にある。

滞留債権を削減させるためには、滞留債権を発生させないことと合わせて、次に述べる

ように債務者ごとの債権分類など病院側が主体的に債権管理に取り組むことが必要である。

診療行為は原則として患者の経済状況によって拒否することは出来ない。そのため、滞留

債権の削減は、医療機関側が主体的に取り組む必要がある。

（注）各病院内の料金計算処理、診療報酬請求書（レセプト）等を作成するコンピュータシステム

（組織的対応と責任者の明確化）

未収金の増加は、病院経営の負担の増大につながり損益悪化の重大な原因となる。これ

に対して病院の債権管理の意識は低く、回収業務を担当する医事課（係）任せになってい

る傾向がある。
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各病院の医事係の平成１１年度末と平成１３年度末時点での職員数及び平成１１年、１２年、１３

年度末の病院別未収金残高の推移は、以下のとおりである。

（単位：千円）

病院名
医事係職員数 滞留債権残高

１１年度末 １３年度末 １１年度末 １２年度末 １３年度末
中央 ９人 ８人 ４９，２５４ ７３，５９４ ８６，６６９
今治 ４人 ４人 １０，５９５ １２，７６６ ２６，４１６
伊予三島 ２人 ２人 ９，１４８ １０，７７６ １０，８８３
南宇和 ２人 ２人 ５，８２３ ７，８７４ １０，４６１
北宇和 ２人 ２人 ７７９ ２，３４７ １，６１２
新居浜 ４人 ４人 ７，２６２ ７，８０６ ７，１２９
合 計 ２３人 ２２人 ８２，８６２ １１５，１６４ １４３，１７０

滞留債権は増加傾向にあるものの医事係の職員は平成１１年度末から平成１３年度末にかけ

て増加はなく、職員１人あたりの負担が増大していることが予想できる。

財政状況の悪化などを考慮すると今後、職員の増加は期待できないことを考えると医事

課職員に限らず総務課、業務課や本局職員を含めた職員一丸となって債権回収に取り組む

必要がある。

なお、未収金の回収については、平成１４年５～６月に病院事務局職員及び本局職員が合

同で臨戸訪問を実施し、１６９万円を回収するなどの成果をあげていることから、その継続

的な実施が望まれる。

また、滞留債権の削減には、臨戸訪問の徹底のほか入院期間中の患者への指導など各職

員がそれぞれの担当職場で取り組むべき課題が多く、病院全職員の債権管理の意識を高め

る必要がある。

未収金回収に向けては、職員一丸となった取り組みが重要であるが、さらに未収金回収

を担当する責任者を設置し、担当者はより専門性をもって回収に取り組むべきである。

（滞留債権回収に向けた対応の統一）

滞留債権の管理は、『収入調定簿』によって個人別、発生年度別（調定月日別）に把握

されている。また、臨戸訪問や電話による催促など滞留債権回収のための取り組みに関す

る�末は『未収金整理簿』で個人別に把握されている。

しかし、北宇和病院や新居浜病院のように逐一債務者との対応を記録されている病院が

ある一方で、中央病院では債務者との対応過程の記録が不十分である。債務者との交渉方

法やその記録について「愛媛県病院事業未収金取扱要領」に基づき、対応の統一を強化す

る必要がある。

（滞留債権に対するシステム対応）

患者に対する請求業務は、医事会計システムを利用して行われている。しかし、医事会

４６



計システムでは、未収金残高は把握できるが回収状況が明らかでないなど債権管理として

の機能が十分ではない。また、医事会計システムでは、通常のとおり回収のある債権と滞

留債権との区分がなされておらず債権分類についても十分ではない。

そのため、医事会計システムでは滞留債権の督促状発行などを自動的に処理することが

できない。現在、債権管理には医事会計システムが利用されているが、債権分類など滞留

債権のためのデータ作成には手書き資料が利用されており、データ作成に時間を要するた

め実際の債権回収業務に十分な時間が割けない状況にある。

滞留債権の状況や回収実績を把握する機能を有したシステムの設計、利用が必要である。

また、債権を一元管理するため医事会計システムと財務会計オンラインシステムを連動

させる必要がある。

�債務者に対する対応

（入院患者に対する対応）

入院患者について滞留債権発生の原因は、所得の状況に比べて医療費負担が過大である

場合や医療保険への未加入の場合などある程度特定できる。また、入院を機に患者が職業

を失い、そのことが原因で医療費の支払いが滞るケースもある。

そこで、入院期間中の早い段階から医療保険への加入状況など患者の支払能力を調査し、

入院期間中から医療費回収に向けた患者との医療相談を行うことで、滞留債権の発生を未

然に防ぐことが可能である。

そこで、患者との医療相談を充実させるため、専門教育を受けたメディカル・ソーシャ

ル・ワーカーを設けるなどし、退院後にどの医療機関で治療を受けるかといった医療の地

域連携への対応、保険加入の促進、基礎自治体の福祉課との連携など、病院側で入院期間

中の幅広い医療相談に対応する体制を整える必要がある。

なお、中央病院では、平成１４年６月に地域医療連携室を設置し、患者の入退院時の相談

を医事課と連携しながら実施しているところであるが、今後、患者ニーズにあった相談の

充実を図っていくことが課題である。

また、医療費回収に向けた取り組みを入院期間中の早い段階で行うことは、入院患者に

とっても退院後の生計を考える上でも参考になる。

（委任払い制度の充実）

入院患者については、医療費が高額に及ぶケースが多く、医療保険加入者であっても自

己負担分の支払に窮することがある。そのため、自己負担分の一部を保険者から貸付を受

け医療費の支払に充当する制度があり、幅広く活用されている（高額療養費貸付制度）。

同制度は、入院患者の債権回収を行うのに有効な手法であることから、これらの制度を活

用し、納入相談の更なる充実を図っていく必要がある。

４７



なお、国民健康保険においては、一部の市町村で高額療養費貸付金を被保険者からの受

領委任を受けて、直接医療機関に支払う制度を実施している。この制度は医療費の回収に

有効であるため、未対応の市町村に対して、実施を要請していく必要がある。

（外来患者に対する対応）

外来患者について滞留債権の発生原因は、患者が医療行為後支払いを済まさずに帰宅す

ることである。外来患者の場合、一旦滞留債権が生じてしまうと債務者の捕捉が困難な場

合が多い。また滞留金額も入院患者に比べ僅少であることが多いため、債権回収を進める

にあたっても費用対効果を考慮すると損失が生じることが多い。そこで、外来患者の滞留

債権を削減するためには債務者の捕捉を効率的、確実に行うことが重要となる。

中央病院の医事会計システムでは、外来患者の滞留債権の有無は、医療行為終了後の会

計窓口での精算時点で明らかになる。しかし、滞留債権の発生は、外来患者が会計窓口で

の精算を行わず帰宅することが原因であり、精算時点で滞留状況が明らかになったのでは

滞留債権のある外来患者の捕捉には役立たない。

医療行為前の受付時に、滞留債権の有無が明らかになるようにシステムの変更を行い、

債務者の捕捉に努め、債務者との面談、接触の機会を確保する必要がある。また、滞留債

権の状況をカルテに表示するなど、医療現場でも債権回収に協力できる体制を整えること

も必要である（滞留債権の有無など患者の経済状況に関する情報の中には、医療行為に有

益なものがあることも考えられる）。各病院では、再診受付時に外来患者の滞留債権の状

況を明らかにし、本人に周知するとともに早期の回収を進めるべきである。

新居浜病院では、外来患者に対して滞留債権が発生した場合には、カルテに滞留債権が

ある旨を示す付箋を添付することで次回の外来受付時に窓口において滞留債権があること

が分かるように工夫している。また、新居浜病院では休日及び夜間の外来患者に対する滞

留債権の発生を防ぐため、６ヶ月以上の通院歴がなく保険証を持参していない患者及び県

外在住の患者については、一律１０，０００円の預り金を徴している。

さらに、診療時間内であっても６ヶ月以上の通院歴がなく保険証を持参していない患者

については、所持金の範囲内で医療費を患者から預かり、後日保険証を提示された時点で

保険者負担分について返還するなど預り金制度が徹底されている。その結果、新居浜病院

は他の県立病院に比べ未収金の発生が少なく、これらの措置によって一定の効果が上がっ

ているものと考えられる。

他の県立病院についても新居浜病院のように預り金徴収の徹底は、滞留債権発生の削減

に有効である。

（債務者の分類管理）

滞留債権が増加傾向にあるなかで、債権回収にあたる職員数は限られており、効率的に
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回収成果をあげる必要がある。そこで、債務者を積極的に回収すべき債務者とそうでない

者とに分類するなど対応方法の違いによって債務者を分類し、重点的、効率的に回収にあ

たる必要がある。

中央病院では現在、全ての債務者について２、３ヶ月ごとに連絡を入れることとされて

いるが、重点的に取り組む必要のある債務者については、より頻繁に連絡を入れる必要が

ある。

また、債務者の分類管理の方法には対応方法の違いによる分類のほか、回収の進行状況

による分類が考えられる。

% 診療報酬の請求実績と減額、返戻

診療報酬請求事務におけるレセプトの請求事務は、実施された医療行為によって発生す

る医療収入額のうち、患者負担部分以外の医療収入額を社会保険診療報酬支払基金や国民

健康保険団体連合会に対して請求を行う事務である。

請求事務は、医療行為実施の翌月１０日頃に社会保険診療報酬支払基金や国民健康保険団

体連合会に対して請求を行うことになる。本調査において往査を実施した中央病院、北宇

和病院、新居浜病院について診療報酬請求事務に関する事務処理の合理性を検討するため

レセプト等の関係書類の査閲等を行った。その結果、以下の事項が発見された。

�県立病院の返戻率、査定率の状況

中央病院、北宇和病院及び新居浜病院と四国４県の県立病院の最近３年度の返戻、査定

の状況は以下のとおりである。

（単位：千円）

病院名 年度 請求金額
返 戻 査 定

返戻金額 返戻率 査定金額 査定率
Ｈ１１ １２，６５０，５８４ ５２１，３１８ ４．１２％ ６０，６４２ ０．４８％

中 央 Ｈ１２ １２，５５９，７８５ ５３４，９６９ ４．２６％ ７３，２９２ ０．５８％
Ｈ１３ １３，１８８，０１７ ４７８，６３０ ３．６３％ ７７，２６１ ０．５９％
Ｈ１１ １，１６５，５４４ ３７，２４８ ３．２０％ ３，７３５ ０．３２％

北宇和 Ｈ１２ １，１０９，０７７ ４３，７１９ ３．９４％ １，５０４ ０．１４％
Ｈ１３ ９６７，６４０ ２１，５３２ ２．２３％ １，５２５ ０．１６％
Ｈ１１ ３，５９５，７０９ １３８，５８５ ３．８５％ ２１，２８８ ０．５９％

新居浜 Ｈ１２ ３，１６４，３６３ ４４，８３５ １．４２％ １２，１１５ ０．３８％
Ｈ１３ ３，４４５，２５９ ７１，１５０ ２．０７％ １１，２９３ ０．３３％

（単位：％）

愛媛県 香川県 徳島県 高知県 四国４県
返戻率 査定率 返戻率 査定率 返戻率 査定率 返戻率 査定率 返戻率 査定率

Ｈ１１ ３．３９ ０．４５ ２．２７ ０．４０ ２．４９ ０．５８ ２．５２ ０．４２ ２．８１ ０．４５
Ｈ１２ ３．４２ ０．４９ ２．８９ ０．３７ ３．１０ ０．３７ ２．０９ ０．５１ ２．９７ ０．４５
Ｈ１３ ３．０１ ０．４８ ２．６７ ０．２９ ２．９０ ０．３８ ２．９３ ０．４９ ２．９０ ０．４２

（注）病院から提出されたレセプトは、各保険者から診療報酬の審査、支払業務を委託されている社会保険
診療報酬支払基金及び国民健康保険団体連合会によって診療報酬点数表など保険医療の基準に従って
いるか審査が行われる。
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返戻とは、審査の過程でレセプトに記載された病名や被保険者番号に記入漏れ等の不備

が認められた場合に審査機関から病院側に内容照会のためにレセプトを返却することをい

う。

これに対し査定とは、審査の結果、レセプトに記載された保険請求項目について、その

妥当性が認められない場合に請求から除外されることをいう。査定では、査定内容に異議

がある場合は審査機関に対して再審査請求を行うことができる。

返戻率については、中央病院が４％前後で推移し、他の病院は３％前後で推移している。

四国４県で比較すると愛媛県のみ３％台で推移しており、他県に比べて返戻率が高いこと

がうかがえる。また中央病院の査定率は、０．６％弱で推移しており他病院に比べても高い。

北宇和病院の平成１２年度、平成１３年度の査定率は、０．１％台で推移しており、平成１１年

度と比べて減少傾向にあり、他の病院と比べても低くなっている。新居浜病院についても

平成１２年度以降の査定率は、減少傾向にある。

これは、平成１０年度に診療報酬等査定検討小委員会を設置し、査定の削減に努めた結果

である。なお、愛媛県の査定率を四国４県と比較すると高知県と並んで高い。

そこで返戻率及び査定率削減に関する取り組みとして以下の項目が必要である。

�返戻率削減に向けた取り組み

返戻の発生理由は、記号・番号の転記誤りや保険資格喪失後の受診など事務処理上の誤

りによるものが多い。返戻率削減に向けては、保険証確認やダブルチェックの徹底を図る

ことで転記誤りなど事務処理上の誤りを防ぐ必要がある（一部の保険者が先行導入した保

険情報の個人カードを活用したバーコード入力は入力誤りの防止に有効である）。

また、全ての県立病院において、月初めに保険証確認を実施するなど保険資格確認の徹

底を図る必要がある。

�査定率削減に向けた取り組み

（査定原因の分析の必要性）

社会保険診療報酬支払基金や国民健康保険団体連合会からの査定事由を把握するため、

中央病院では、平成１４年度から国民健康保険団体連合会からの『増減、返戻通知書』の事

由分類に基づき入院外来別、科別に査定事由を分類し一覧表（『入外別増減点事由表』）を

月単位で作成している。平成１３年度までは、このような査定事由の分析は行われておらず、

査定削減の努力が不十分であった一因であった。

査定事由としては、病名の未記入、誤記入と言った単純な誤りも多く（特に外来につい

ては）医事課内の内部統制の充実が必要である。また、レセプト請求制度の変更により２０５

円以下の薬剤については、薬剤の名称をレセプトに記載することとなったが、その薬剤に

対する病名の記載が徹底されておらず査定の一因となっているため、病名の記載について
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徹底を図るように医師を指導する必要がある。

北宇和病院では、平成８年度から受託業者である『日本医療事務センター』内で査定事

由の分析検討を行っており、平成１４年度からは入院外来別、科別、保険別の査定理由一覧

表を医事係長に報告が行われるようになった。査定事由の分析を進めることによって平成

１１年度をピークに査定率は減少傾向にある。

また、新居浜病院では、査定削減のため社会保険・国民保険別、診療科別、理由別、査

定内容別に査定事由を分析している。査定事由の分析は委託業者が行い、委託業者は分析

結果を病院側に通知する。病院側は分析結果を受け、今後の対策について委託側に指示す

る。さらに院長、副院長を始めとする医師への改善依頼については、軽微なものについて

は委託業者が、ある程度、重要なものは医事課が医師に依頼する。

査定率削減の第一歩は査定事由の分析から始まる。全ての病院において査定事由の分析

を実施し、医事課（係）長から医局へ報告し、どのような事由で査定が生じているか各医師

へ周知を徹底すべきである。

なお、平成１４年４月から６月にかけての中央病院の査定事由は以下のとおりである。

事 由 件数 点数（点）
Ａ．適応と認められないもの ５７１件 ４１６，２８５
Ｂ．過剰と認められるもの ７２１件 ７６０，２４３
Ｃ．重複と認められるもの ３件 ２８６
Ｄ．上記以外の不適当又は不必要と認められるもの １，２６０件 ７７２，４２５
療養担当規則に反するもの １１７件 １４，１３２

合 計 ２，６７２件 １，９６３，３７１

（注）社会保険診療報酬支払基金および国民健康保険団体連合会の査定は、上記の事由に分類され病院に通
知される。

（査定の医師別分析の必要性）

中央病院では、平成１４年度から診療科別の査定事由分析を実施し各診療科の代表部長を

中心にした査定削減に努めている。しかし実際に査定率を削減するためには、各医師が保

険医療の基準に従った医療に努める必要がある。査定率は診療科ごとに違いがあり、診療

科別の査定率の分析は不可欠であるが、さらに査定率を削減するためには、医師ごとの査

定率を把握するなど医師別分析の実施が必要がある。

一方、北宇和病院では医師総数が１１名と小規模であるため、医師間の意識統一は図られ

ており、一部の医師について査定率が高いということはない。北宇和病院では、査定率の

削減のためには、医師と医事係職員さらには委託先との協力関係を強化するなど医師のレ

セプト請求に関する知識の向上が必要となる。

�再審査請求

（再審査請求の徹底）

一定の医療水準を確保するためには、保険診療報酬に定められる点数表とは異なった医
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療の実施が必要とされるケースもあり、査定が生じることにやむをえない点もある。しか

し、医療水準を落とすことなく削減が可能な査定事由については、査定の削減を図るべきである。

また、社会保険診療報酬支払基金や国民健康保険団体連合会から査定のあった医療行為

についても合理性のあるものについては再審査請求が可能であり、事由によっては積極的

に再審査請求を実施すべきである。

中央病院、北宇和病院及び新居浜病院の再審査請求及び復活の状況は以下のとおりであ

る。

病院名 年度
査 定 再審査請求 復 活

査定金額
（千円） 査定率 件数 点数 率 件数 点数 率

中 央

Ｈ１１ ６０，６４２ ０．４８％ ７２ ５７２，５７５ ９．４４％ ２７ １６５，１６２ ２８．８５％
Ｈ１２ ７３，２９２ ０．５８％ ７８ ２５５，６７６ ３．４９％ ２４ ３３，１４２ １２．９６％
Ｈ１３ ７７，２６１ ０．５９％ ３８ ２６４，９７０ ３．４３％ １４ ２６，３０６ ９．９３％
Ｈ１４ １６，７６０ － ３５ ２５０，００１ １４．９２％ ９ ２２，７２３ ９．０９％

北宇和

Ｈ１１ ３，７３５ ０．３２％ ２７ ３６，２４８ ９．７０％ １６ ６，７９７ １８．７５％
Ｈ１２ １，５０４ ０．１４％ １０ １１，１７２ ７．４３％ ６ １，３２７ １１．８８％
Ｈ１３ １，５２５ ０．１６％ ９ ２０，６２４ １３．５２％ ５ １５，９０３ ７７．１１％
Ｈ１４ ２０１ － １ ３ ０．０１％ ０ ０ ０％

新居浜

Ｈ１１ ２１，２８８ ０．５９％ ２８１ ５２２，４９４ ２４．５４％ ８５ ８１，１８４ １５．５４％
Ｈ１２ １２，１１５ ０．３８％ ２７９ ６６５，８３５ ５４．９６％ ９３ １７１，２０４ ２５．７１％
Ｈ１３ １１，２９３ ０．３３％ ２７９ ３１９，８４６ ２８．３２％ ７８ ３９，９７９ １２．５０％
Ｈ１４ ４，４６７ － ６２ １３６，８７３ ３０．６４％ １０ ５，５３９ ４．０５％

（注）：平成１４年度については４月から６月

中央病院では、平成１３年度について言えば、査定額７７，２６１千円のうち再審査請求が行わ

れているのは３．４％に過ぎない。診察内容に関しても減点の事由は、「適応と認められな

いもの」、「過剰と認められるもの」、「重複の認められるもの」、「その他の不適当」の４つ

に分類されているが、そのうちの「適応と認められないもの」について医療行為に関する

見解の相違の性格によるものが含まれており、査定事由を確認のうえ再審査請求を行うべ

きと考えられる。

平成１４年４月から６月にかけての中央病院で「適応と認められないもの」として減点の

対象になったものは１，９６３，３７１点のうち４１６，２８５点（２１．２％）を占めている。これに比べ

ても平成１３年度の再審査請求率の３．４％は著しく低い。査定内容を確認、検討し再審査請

求の実施率を向上させる必要がある。

また、新居浜病院では、社会保険診療報酬支払基金や国民健康保険団体連合会からの通

知を基礎に医師別に『査定結果一覧表』（患者別、理由別、査定内容）を作成し、再審査

請求が可能かどうかの判断を医師に求めている。

しかし、新居浜病院においても平成１３年度について言えば、査定額１１，２９３千円のうち再

審査請求が行われているのは２８．３％に過ぎない。再審査請求の実施率を向上させる必要が
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ある。

（再審査請求を見送った査定についての対応）

中央病院では減点の対象となったものについては、減点の事由が合理的であるかどうか

について社会保険診療報酬支払基金や国民健康保険団体連合会からの減点連絡表を各診療

科の代表部長に回覧し、代表部長の指導のもと各医師が減点事由の合理性を検討する。こ

の際、医師が再審査請求と判断したものについては、再審査請求申請書が起案されるが、

再審査請求を見送ったものについてはその理由が明らかにされていない。減点の減少や再

審査請求の漏れを防ぐためには、再審査請求を見送ったものについてもその�末を明らか

にすべきである。

減点の削減や再審査請求率の向上のために、一部の診療科では、診療科内でのミーティ

ング（カンファレンス）に減点の削減をテーマに含めているところがある。過剰、重複の

医療を削減し医療の品質の統一を図るためにも、減点削減をテーマにカンファレンスを実

施することは有効である。全ての診療科におけるカンファレンスのテーマに減点削減を含

めるべきである。

８．人件費関係

給与・諸手当の支給状況について「愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例」

等の規則に基づき適切に行われているかを確かめた結果、下記事項を除き概ね適正に処理さ

れているものと認められた。

# 深夜、準夜勤務の看護師の休憩時間の取扱い

深夜勤務（０：３０～９：１５）、準夜勤務（１６：３０～翌日１：１５）の看護師について、勤務時

間中に本来取るべきである休憩時間４５分（愛媛県企業職員特殊勤務者就業規程第５条）の休

憩を取らなかったものとして、当該４５分を超過勤務手当の支給対象としている病院がある。

県立６病院のうち、中央病院と今治病院については、４５分間を原則どおり休憩時間とし

て、超過勤務手当の支給対象とはしていないが、残りの４病院は下記のとおり、深夜・準

夜勤務者の全員を支給対象としている。

平成１４年３月の４５分間分の超過勤務手当支給実績

（単位：千円）
病 院 名 支給人数 ３月支給実績
新 居 浜 １５８名 ２，１９１
北 宇 和 ４１名 ６２９
南 宇 和 ９６名 １，５５０
伊予三島 ８２名 １，１４２
計 ５，５１２

上記の数値から推計すると、年間では６５百万円程度の支給実績があるものと推測できる。
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本来、看護師の深夜・準夜業務では、その業務の特殊性からして、特定の時間を休憩時

間として連続的に取ることは不可能であり、勤務時間中に断続的に休憩せざるを得ないこ

とは十分理解できるが、断続的休憩時間を通算すれば４５分間は休憩しているのではないだ

ろうか。

看護師の休憩実態は６病院とも同様であり、上記４病院だけを超過勤務手当の支給対象

とする必然性は認められない。少なくとも、４病院については実際の休憩時間の有無にか

かわらず、長年にわたっての慣習から超過勤務扱いにしていたものであり、直ちに実態に

応じた支給方法に是正すべきである。

$ 超過勤務承認書

（意見）

超過勤務を行う際、その申請・承認の本来の流れは、

� 職員別の「超過勤務、休日勤務及び夜勤命令簿」の勤務命令欄に本人が事前に記

載し、押印する。

� 所属長が命令簿の事前記載内容を確認し押印する。

� 勤務終了後に本人が命令簿の勤務開始・終了時間欄に実際勤務時間を記載する。

� 所属長が実際勤務時間を確認し押印する。

ことになっているが、実務的には新居浜病院を除く他の５病院は、それぞれ独自に「超

過勤務承認書」等の名称の用紙を使用し、その内容に基づく超過勤務時間を各病院の事務

担当者が「超過勤務、休日勤務及び夜勤命令簿」に転記している。

これは、同命令簿は１冊の綴りであり、各人に回覧すると記載に時間を要し、業務が停

滞するため、各病院の自然的発案でオリジナルな「超過勤務承認書」が生まれたものであ

る。

これは十分合理的な現場の意見であり、この用紙に「予定勤務時間」、「実際勤務時間」、

「休憩時間」欄等を設けることにより、超過勤務手当の過払いを防止することができる統

一した様式にすることが必要である。

% 超過勤務の終了時間の確認方法

超過勤務の終了時間の確認方法については、往査した３病院の現況は下記のとおりであ

る。

・中央病院

退庁時に打刻機に「超過勤務承認書」を通す（日付、時間が印字される）ことにより、

承認書に時間が明記される。ただし、打刻機への打印忘れも一部認められる。

・北宇和病院
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退庁時に本人が「超過勤務命令書」に超過勤務実施時間（開始時間と終了時間）を記

載し、警備会社の宿直者の印鑑か同僚・所属長の事後承認印鑑で確認している。したがっ

て、第三者が見て確認できるような正式な退庁時間は命令書では確認できない。

・新居浜病院

新居浜病院は他の５病院とは唯一異なり、原則どおり「超過勤務、休日勤務及び夜勤

命令簿」で管理しているが、それについては本人が命令簿に直接、超過勤務時間を手書

きで記入し、翌日に所属長の事後確認印をもらうものであり、やはり第三者が見て退庁

時間の妥当性が確認できるものではない。

・その他の３病院（今治、南宇和、伊予三島）

「超過勤務承認書」の実例を確認したが、今治病院を除き第三者が見て退庁時間の妥当

性が確認できるものにはなっていない。

以上の点から共通して言えることは次のとおりである。

� 超過勤務終了時間が事後客観的に証明できるものになっていない。

� 所属長の確認・承認は翌日以降になるため、事実上は確認が十分になされず押印、承

認されている。

したがって、仮に退庁時間を１時間遅く記載したとしても、そのまま超過勤務時間とし

て手当支給対象になることが発生するシステムである。もちろん、所属長による事後確認

は行っているが、民間病院の確認方法に比べると甘いものと言わざるを得ない。

本来であれば、超過勤務に際しては事前承認を厳格に行うのが原則であるが、病院業務

の特殊性から実務上は事前承認を完璧に実施することは困難と思われる。その代わりとし

て超過勤務の終了時間を十分確認することが、超過勤務の実態の透明性を高めるためにも

不可欠である。今後の終了時間の確認方法の改善及び６病院の統一的な確認方法の構築が

必要である。

& 超過勤務の状況

（意見）

中央病院での平成１３年度の超過勤務状況は下記のとおりである。

平成１３年度末の正規職員数 ９２２人中

５００～５９９時間／年 ３１人

６００～７９９ ２６

８００～９９９ ２２

１，０００時間／年以上 １４

計 ９３人
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中央病院の正規職員の約１０％が年間５００時間の超過勤務時間となっており、これはすべ

て超過勤務手当の支給対象になっている。

これを前提に平成１４年８月の中央病院の「超過勤務承認書」を閲覧した結果、次のよう

な問題点が認められる。なお、平成１４年８月分を対象としたのは、中央病院では同承認書

枚数が膨大になり、２～３か月程度で処分しているため、保存している直近分を閲覧した

ことによる。

�心臓血管外科の医師の超過勤務時間が特に多い。

これは、緊急手術及び術後管理に多大な時間を要するためとのことである。

ただし、同科では同科の長が超過勤務承認書の記載内容を積極的に確認しており、信頼

性が認められる。このような確認作業を実施しているのは、往査した３病院の中で確認で

きたのはこの診療科だけであった。

他の病院、部署でも承認書の確認を実施すれば、超過勤務時間の管理が徹底されると考

える。民間病院では、平成１４年４月からの診療報酬単価の減額改定に対応すべく、厳格な

超過勤務時間コントロールがなされているのが現状であるが、往査した３病院については、

超過勤務時間の管理方法の検討が必要である。

�長時間の連続勤務がある。

例えば、看護師の休日勤務で８：３０～１７：３０まで休憩なしの連続勤務、施設管理担当者の

２２：００～翌日６：４５までの休憩なしの夜間連続勤務、栄養士の休日勤務で７：００～１７：４５ま

で休憩なし等の連続勤務があり、これらは全時間が超過勤務手当の支給対象になっている。

労働基準法第３４条では、労働時間が６時間を超える場合は４５分、８時間を超える場合は

１時間、中途で休憩時間を与えなければならないことになっている。実際勤務時間が上記

どおりであるのが現状ならば、適正な休憩時間が付与できるよう、勤務体制等の見直しを

する必要がある。

９．委託業務関係

委託業務の内容を検討し、委託先の選定方法などサンプルベースで発注業務が合理的に実

施されているかどうかを確かめた。また、委託料について経年比較等を実施し金額の妥当性

を検討するとともにサンプルベースで支払業務が「愛媛県公営企業会計規程」に基づいて実

施されていることを確かめた結果、下記の問題点が認められた。

# 清掃業務の作業検収方法

院内清掃業務委託については、入札により業者を決定した後、契約書の仕様書に基づく

業者の作業及び病院側での作業内容の検収確認という流れになっているが、この検収確認
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方法が適切に実施されていない点が認められた。

中央病院では「清掃状況検収日誌」を業者が作成し、病院の各担当者が確認の捺印を行っ

ているが、月１回、３か月に１回といったワックス塗布等の随時清掃については仕様書ど

おりの作業がなされたかを確認していない。

また、仕様書によれば月１回、業者と病院内の担当者が院内巡回し、チェックリストで

確認することとなっているが、現実には実施していない。

北宇和病院では検収日誌が平成１３年度まで作成されておらず、平成１４年６月より業者が

「清掃作業点検日誌」を作成し、庶務係長が確認の捺印を行っている。しかし、現実的に

は詳細な現場確認を行わず捺印しており、その検収体制は不十分である。

また、仕様書上は毎日の清掃箇所であるべきエリアで、殆ど清掃されていない箇所があ

り（サービスホール、カンファレンス室、リハビリ室、会議室）、仕様書＝契約書どおり

の作業が実施されていない。

新居浜病院では仕様書上は日々検収する定めがないため、検収日誌等は作成されていな

い。この点は平成１４年度から作成する方向に改善されている。

また、仕様書上は事務室、会議室の床清掃は毎日清掃になっているが、業者の作成する

「作業実施表」では週１回の清掃になっており、仕様書（契約書）に違反している。

つまり、清掃作業については、次の問題点があり、検収・確認体制、業者との契約内容

の見直し等の改善が必要である。

（イ）病院側の作業検収体制が不十分である。

（ロ）仕様書どおりの作業が実施されていないケースがあり、仕様書の作業内容を見直し

て契約金額の減額改訂等が必要になる。

$ 委託業務の予定価格のあり方

（意見）

� 中央病院の平成１３年度廃棄物処理業務委託について、積算上、前年実績×１０１．１％（県

人事委員会調査に基づく県内の民間給与対前年上昇率）を落札予定価格としている。

落札予定価格５５，９０４千円に対し、実際落札価格は５５，８４９千円（対予定価格９９．９％）の結

果となったが、そもそも廃棄物処理業務のすべてを人件費相当額とみなし、すべてに対し

て１０１．１％の掛け率とすることはおかしいのではないだろうか。

廃棄物処理業務のすべてが人件費をもって構成されているわけではないため、例えば事

前に入札業者から費用明細の見積書等を入手して契約価格がどのような経費から構成され

ているかを精査し、それをもって予定価格決定の基礎とすべきである。

なお、平成１４年度からは契約内容を変更し、「感染性廃棄物」と「感染性以外の廃棄物」

の２種類に分けて従量制により契約する方法に変更しているが、従量制が著しく高価にな
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る場合は再び一定定額制度に契約を戻すことも検討されているため、その際には人件費と

その他の費用の区分検討が必要となる。

� 医事会計、電話交換業務等、人件費を主な構成要素とする委託業務の平成１３年度予定価

格算定にあたって、県人事委員会勧告による県職員給与対前年上昇率（Ａ：１００．１４％）と

県人事委員会調査による県内民間給与対前年上昇率（Ｂ：１０１．１％）の両方の率の使い分

けが不明確になっている。

すなわち、医事会計業務については前年実績×Ａを、電話交換業務については前年実績

×Ｂを落札予定価格として設定している。

本来、予定価格は契約価格の一応の基準となる価格であり、取引の実例価格、需給の状

況等を考慮し定められるものである。昨今の経済状況を考えると、前年度の実績価格に単

純に人件費上昇率を乗じたものをもって予定価格とすることは適切でなく、契約当事者と

して更なる合理的な価格低減努力を行うべきである。

例えば、「予定価格の事前公表」を行うことにすれば、すべての業者が同一条件で競争

原理を働かせることが可能となり、従来からの契約価格にかかわらず価格低減の可能性が

生じることになるため、予定価格の事前公表制度についても検討する必要がある。

% 保守管理業務の契約価格

（意見）

高額医療機器、エレベーター等の保守点検業務については、その機器の性質上、随意契

約による委託によらざるを得ないが、その契約価格の算定方法については、業者から見積

書を入手して金額交渉し、事前に金額を確定させ、その確定金額を予定価格として「予定

価格調書」を作成している。しかし、業者見積価格の妥当性について、十分な検討がなさ

れていないため、業者見積価格＝県の予定価格＝実際契約価格となっているケースが大半

であり、結果的にはここ数年間同一金額で契約価格が推移している。

これは機器の特殊性から病院側では予定単価の見積もりが不可能であるためとのことで

あるが、価格の値引き交渉がほとんど行われていないのが実情である。民間病院では、最

近のデフレ傾向を反映させて、機器メンテ費用についても絶えず対前年価格よりもダウン

させることに注力しており、そうしたコスト意識が県立病院にも求められる。今後は毎期

価格交渉する等のコスト削減策に真剣に取り組むことが望まれる。

また、高額医療機器の購入・リース契約に際しては、本体価格だけの競争見積もりにと

どまらず、その後の耐用年数期間等の総メンテナンス費用も加味した上で入札することと

すれば、全体としてのコスト削減につながることが期待される。
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１０．一般経費その他の事項

委託業務の検討過程の中で派生的に検出した事項である職員被服費の会計処理・購入処理

の妥当性、委託業者に対する消費税の支払状況の妥当性について別途検討を行った結果、下

記の問題点が認められた。

# 職員被服費の事務

�購入の会計処理

平成１４年３月の検収で、看護衣半袖上着及び看護衣ズボンをそれぞれ２，８０２着、１６百万

円で業者より購入し、平成１３年度の職員被服費として処理している。

各病院の検収調書による検収状況は下記のとおりである。

検収日

中央病院 上着（半袖） １，３２６着 Ｈ１４．３．２９

ズボン １，３２６ Ｈ１４．３．２９

今治病院 上着（半袖） ４１８ Ｈ１４．３．２８

ズボン ４１８ Ｈ１４．３．２８

伊予三島病院 上着（半袖） ２４４ Ｈ１４．３．２９

ズボン ２４４ Ｈ１４．３．２９

南宇和病院 上着（半袖） ２７６ Ｈ１４．３．２９

ズボン ２７６ Ｈ１４．３．２９

北宇和病院 上着（半袖） １３４ Ｈ１４．３．２８

上着（長袖） ２ Ｈ１４．３．２８

ズボン １３６ Ｈ１４．３．２８

新居浜病院 上着（半袖） ４０２ Ｈ１４．３．２９

ズボン ４０２ Ｈ１４．３．２９

上記については、看護師の希望者に対して１人当たりそれぞれ２着を無償貸与し、退職

時には、病院に返却させることとしている。

これについては平成１３年度末ぎりぎりの検収日付であるため、その実際の使用状況を確

認したが、そもそも看護衣ズボンは従来まで着用しておらず、平成１４年４月１日付の「愛

媛県企業職員被服貸与規程」の一部改正により新たに貸与被服になったもので、４月１日

以降でないと着用できないものである。着用状況を現場に確認した結果では、４月以降の

着用との回答を得ている。また、３月末の在庫にも計上されているわけではない。

つまり、本来的には平成１３年度の費用処理ではなく、発生主義に基づき平成１４年度に費
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用処理すべきものである。規程改訂や衣替えの都合により、着用前年度に物品購入するこ

とは特に問題ないが、実際の使用状況に合わせた会計処理を行う必要があり、上記の事例

では平成１３年度決算では費用計上ではなく、資産「貯蔵品」に計上することが正しい会計

処理であったといえる。

また、被服貸与規程では「被服貸与申請書」、「被服貸与台帳」の作成及びその様式が定

められているが、各病院がそれぞれ異なる様式で管理している。申請書・台帳の作成方法

について規程の見直しとその様式の全病院統一化が必要である。

�購入契約の方法

新居浜病院の看護衣・予防衣等の通常被服の購入に際して、比較見積を省略できるよう

請求書を３０万円以下に分割させて、特定の業者と継続的購入を行っている事例が認められ

たが、愛媛県公営企業会計規程第１７６条（愛媛県会計規則第１４７条を準用）によれば、複

数の業者による随意契約を採用すべきものである。

（例） 平成１４年３月５日付請求 ６７千円

７日付請求 ３９

１２日付請求 ２３８

１４日付請求 ２１２

１９日付請求 ２６４

$ 免税事業者に対する消費税の上乗せ支払い

消費税法第９条では課税売上高が年３，０００万円以下の事業者については、消費税の納税

義務を免除する（いわゆる免税事業者）旨の規定が置かれている。また、愛媛県において

も特に明文化された規定があるわけではないが、平成５年３月１９日に農林水産事務次官か

ら中国四国農政局長宛て「補助事業等における消費税相当額の取扱いについて」（５経第

３１１号）の内容を援用して、免税事業者には消費税の上乗せ支払いは行わないことを黙示

的ルールとしている。

例えば、公営企業管理局が発注する土木工事関係の委託費用については、業者から事前

に「課税業者届出書」を提出させ、課税事業者か免税事業者かの確認を行い、免税事業者

である場合は消費税を上乗せしないこととしている。ただし、土木工事以外の委託費用や

物品購入については、こうした確認行為は行っていない。

この結果、免税事業者に消費税を上乗せ支給している次の事例が発見された。

受託業者（Ａ病院の洗濯業務）の平成１３年の課税売上高が３，０００万円以下であり、免税

業者に該当しているが、年間で１，２３４千円の消費税を上乗せして支払いしている。

結果的には、消費税上乗せ支給額＝過払い額が発生していることとなる。
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このようないわゆる「益税」については、国としても解消すべく消費税免税点の引き下

げや簡易課税制度の見直しを検討していることもあり、本来的には好ましいものではない。

今後は委託業務、物品購入業務についても、課税事業者か免税事業者かの確認方法なら

びに免税事業者である場合の消費税上乗せ支払いの取り止めを検討する必要がある。

以 上
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